日本における｢経済新体制」問題とナチス経済思想-公益優先原則･指導者原理･民営自主原則- by 柳澤,治
日本における 「経済新体制」問題と
ナチス経済思想
公益優先原則 ・指導者原理 ・民営 自主原則 一
柳 澤 治







日本的伝統主義 ・天皇制思想 と結合 したかを考察するものである。
日中戦争の勃発(1937年7月)か ら3年,1940年6月 に第二次近衛内閣
が発足 し,企 画院のいわゆる革新官僚を中心に経済新体制が企画された。そ
の構想は,日 中戦争の長期化に対応 した戦時経済体制の確立,総 力戦準備の
国防経済体制の確立のために,新 しい形態の経済統制の実現をめざすもので
あったが,し か しそれは単に戦時的ないし時局的な状況への一時的な政策的
対応としてばかりでな く,同 時に世界恐慌 ブロック経済,再 軍備という世





の意義は,中 村隆英 ・原朗両氏のすぐれた分析によって余すところな く解明
されているω。 しかし,こ の経済新体制が ドイツのナチズムといかなる関
連を有 していたかという問題については,両 氏は単に問題の存在を示唆する






日本の 「ファシズム体制の確立過程の重要な道標」であ り,「軍部 と官僚の
支配するファシズム体制」をつくり出 した画期として注目する。その推移は
日本ファシズムの特徴を集中的に表現 してお り,そ の中で①天皇制を軸とし
て,② 軍部 ・官僚が優越的地位を保ち,③ しかも財界=金 融資本が経済制度=
政策の問題に決定的発言権をもつというその特質が出現する③。 そのよ う
な経緯に際して重要な役割を果した新体制の 「イデオロギー」 が,ま さに
「ナチスのイミテーション」に他ならなかったのである。 氏はこのナチス的
な方向性を反資本主義的ぢい し資本主義に対する 「革新」性 として捉え,そ
のような 「革新」の方向性に対 して 「財界」と 「観念右翼」 とが対抗 したこ
と,そ の結果この 「革新」性は弱まり,妥 協的な形態をとって決着す るにい
たったと指摘す る。1941年12月 に閣議決定された経済新体制確立要綱 はそ
のことを示 しており,「国家社会主義イデオロギーと日本財界 イデオ ロギー
の妥協的産物」という特徴がそこに具体化されている,と ④。
安藤良雄氏のこの指摘は重要である。まず(1)経 済新体制の構想 のなか に






しナチズムのイデオロギーは 「日本財界イデオロギー」 と対立 したが,し か
し両者は妥協的に融合 し,経 済新体制確立要綱の中に吸収された。(3)さらに
安藤氏は述べる⑤。「か くて新体制,そ して日本のファシズムは,国 体すな
　 　




財界イデオロギー」 と 「妥協」 し,ま た天皇制的イデオ ロギー,国 体思想と




安藤氏は,他 の多 くの歴史家 と同様に,ナ チズムをもっぱ ら 「反資本主義的」
なもの,国 家社会主義として認識 し,そ の 「革新性」の面に重点を置いて捉
えた。 しか し,安 藤氏のこの通説的な理解はどこまで適切といえるのだろう
か。確かに ドイツにおいて,当 初,「 反資本主義的」な要素を もったナチズ
ムの経済思想が,ナ チス党の運動とその拡大の中で重要な役割を演 じたこと
は事実である。「しか し党が標榜 したこの初期の経済思想はその後変質 し,と
くに政権掌握(1933年)以 降は,現 実の政策作成の過 程の中で修正 され骨
抜きにされた。またそもそもナチス的な経済思想は,こ のような 「反資本主
義的」な要素のほかに,実 に雑多な内容を含んでおり,し かもそれらは一貫
性を欠いていたばかりか,相 互 に矛盾する面をも有 していた。 日本において





認識 し,そ の政策思想や経済思想をどのように解釈 し,い かに受容 しようと
したかが問われねばならないのである。
このことは財界のナチス認識 にも関連 して くる。財界は確かに 「反資本主
義的」な方向性に反発 した。 しかし彼らはナチス ・ドイツの経済体制が多様
な側面を有していること,ナ チス体制が営利原則を是認 し,企 業の自主性を
重視 している点に注目し,こ の観点か らナチズムを自らに引きつけて解釈 し
ようとした。新体制の構想=ナ チス的国家社会主義(反 資本主義)の 図式が
必 らずしも成立 しないように,財 界=反 ナチズム,と いう図式 も必ず しも成
り立たないのである。むしろ逆 に,そ の認識の仕方は異なるが,ナ チズム理
解に関して両者の間には相互に共有できる面が存在 しえたのである。われわ
れは革新官僚のナチス的な 「イデオロギー」の内容と同時に,財 界の 「イデ
オロギー」についてもより立入った吟味が必要となるのである。それを通 じ
て両者の関係は,単 に 「対立」の側面だけでなく同時に,「 妥協」 を可能に
する共通面 も明 らかになるはずである。両者は新体制の下で単に 「併存」す
るだけでなく 「結合」することができたのである。
その上で問題 となるのが天皇制 ・国体思想 とナチス経済思想との関連であ
る。安藤氏はナチス的経済思想ないし国家社会主義イデオロギーがあたかも
天皇制イデオロギーと対立的であったかの指摘を しているが,そ れは正 しい
理解といえるのだろうか。たとえばナチス的な公益優先 ・指導者原理 と国体
思想とはむしろ併存し,補 完 し合う関係にあったのではないか。 日本 ファシ
ズムのイデオロギーを構成する要素 として,両 者がいかに関連 し合 っていた
のかが問題 とされねばならない。
安藤良雄氏の見解から出発 してわれわれは以上のような問題点に到達 した




関 して数多 くのす ぐれた研究成果を有 している。研究は近年さらに加速され,









後の時期に,日 本でどのように受け止め られ,日 本の政策過程にいかに関係
したかは,多 くの研究がそれに触ればするものの(6),本格的にそれを分析 し
たものは意外なことに殆 ど稀 といってよいのである。
しかしそのなかでこの問題に比較的多 く言及 した最近の邦語文献 として,
われわれは古川隆久氏の研究をあげることができる(7)。氏は,中 村 ・原両氏
の先の研究に基づきながら,企 画院における経済新体制の構想の立案過程を
重視 し,そ れに関与 した美濃部洋次らの革新官僚の役割に注目する。氏は彼`
らの構想の原案の中にみられる国家主導の下での軍需生産中心の重工業化の
方針を 「ソ連やナチス ドイツの経済政策と軌を一にする」 もの とした上で,
この原案の背景にある考え方に関 して,中 村 ・原論文が笠信太郎著 『日本経
済の再編成』(1939年12月)を 重視 したことに疑問を提示し,「マルクス経
済学を肯定的に継承 した笠の経済学」に対 して,む しろ:革新官僚の考え方が






だが氏は,そ の際,そ れを革新官僚の毛里英於菟 らにおけるナチスの政策,
ドイツの地政学,F.リ ス トなどの引用や,0.シ ュパ ンとゴ ットル ・オ ッ ト
リリエ ンフェル トの思想に表面的に結びつけるだけに止 まり(9),彼らの構想
の内容に,そ れ らがいかなる形で具体的に関連 していたかについては検討を
深めることができなかった。確かに氏が注目するシュパ ンやゴットルの思想
とナチズムとの間には多くの類似性 と親和的関係が存在 したことは否定でき





ナチスあるいはナチス ・ドイツの 「新体制」 の経済思想が 日本の経済的
「新体制」の中にいかに受容され吸収されたかは,ナ チズムの形を とった ド





稿はこれまで歴史家がその重要性に気がつきなが ら,し か し十分な検討を行
わないままに放置 してきたこの問題領域 に対 して,さ さやかながら分析を試
みようとするものである。
1.経 済新体制 における公益優先原則 ・指導者原理






第二次近衛内閣の経済新体制について,経 済思想 ・経済学史の専門家 ・.ヒ





もいふべき傾向が看取 されるのである。」 このように上 田は,新 体制におけ
る日本的独 自性 と並ぶ,方 向性 における世界的共通性に注 目する。 これに関
して上田は,新 体制構想における 「秩序的統一」の考え方が 「ナチス ・ドイ
ツの新体制たる全国的シユタン ト組織」や 「プアシスタ ・イタリアの新体制
を代表するコルポラツイオーネ制度」と共通 している点を指摘する。つまり
彼は新体制構想における経済団体の組織化(→ 統制会)と その職能的な編成
原理に注 目し,そ れをナチス ・ドイツとイタリア ・ファシズムとの共通性 と
関連において捉えるのである。続いて彼は新体制構想における公益優先原則




ムとして表現 したものが,す なはち 『公益優先』の標語である。そして 「職
域奉公』はその方法を示 したものである。」そ して 「指導者原理 も経済新体
制の関係で近来頻 りに叫ばれている一つの主張であるが,公 益優先の標語 と
同じくもともと舶来の思想であるに違ひない」と。





る,ド イツとイタリア,と くに ドイツか らの移入によるものと考えた。
ナチス ・ドイツの民法学について冷静 な分析を試みた法学者 ・吾妻光俊
(東京商大)は,日 本の法学界における外国法排除の排外主義的動 向を批判
する中で,そ のような排外主義的立場の ものがナチス思想を安易に取 り入れ
ている当時の状況をつぎのように描写 している㈹。
「私はその最 も著 しい事例を最近のナチス思想の移入に見 る。 公益優先 ・
指導者原理その他のナチスの標語がその意味を深 く吟味す ることな しに,経





と指導者原則がナチスの標語であり,経 済統制の強化に伴 ってナチス ・ドイ
ツから日本に輸入されたのだと述べる。 しか もそのナチス思想受容者が外国
法を排除 しようとする排外主義と結びつ く可能性についても注意を促した。




力に仕へると云ふ公益的な立場」に立 って,ま た 「国民経済全体の再生産過














念として公益優先の原則,生 産重点主義,官 民協力の統制機構 と並んで指導
者原理をあげているが,こ の指導者原理は当時 「フユーラー ・セステム」 と
か 「ビューラー ・プ リテープ」とも称され,そ の語が現わす とおり,ま さに
ナチス ・ドイツか ら直接移植されたものであった。『ナチス統制経済読本
〔新体制版〕』(1940年)の 著者で,ナ チス通の経済論者 ・小島精一は,経 済
新体制のこの指導者原理を統制会における 「ナチス流のフユーラー ・システ
ム」に結びつけてこう語 っている㈹。 この 「フユーラー ・システム」は 「ド














経済団体の組織化は,こ の両者 に関連する同 じくナチス的な原理であるが,
ここではまず前二者の原則が1941年 の経済新体制確立要綱 の中でどのよう
な形で表現 されていたかを検討することにしよう。















ための国家的な統制 ・経済編成の方向と,他 方で企業の創意 ・責任による自
主的経営の方向,と いう相互に方向を異 にした二つの要請がここに提示 され
ている。前者は国家的 ・国民経済的な公益性 に,後 者は利潤追求 と結合 した
私益性に対応 し,「公益優先」の観念は後者に対する前者の優越性を表現 し
ている。企業は国民経済の構成部分 として位置づけられるが,そ の利潤追求






方式を意味する。それを支える国家的な理念が 「公益優先」 であり,「 職分
奉公」であった。
他方,指 導者原理は,企 業に対す る国家の指導統制,経 済団体 における
「理事者指導」,重要産業団体による下部経済団体 ・所属企業の 「指導」 とし
て表現される。 このような指導体制の中核を担 うのが 「経済団体」である。
業種別 ・物資別に編成された経済団体こそ企業の自主的経営と国家的な要請







増強のために国民勤労の充実 ・発揚をめざす もので,全 勤労者の創意 ・能力
の発揮と勤労の育成 と適切な配置による勤労動員を確立を目標に掲げる。そ


















つまり 「公益は私益に優先する」の標語で表現 される。経済学者 ・気賀健三
(慶慮義塾大)は,次 のように述べる㈹。「公益優先の思想は,元 来ナチスの
綱領の一つたる 『公益は私益に優先す』 といふ一條から出たものであるが,
あながちナチスの専売 となすべきものでなく,全 体主義か ら生まれる当然の
原則である。」
「公益は私益を通 じて」,つ まり私益イコール公益 という個人主義的自由主
義的な経済原則に対 して,ナ チスの 「公益は私益に優先する」は,気 賀が指
摘するように全体主義的な理念であって,経 済の倫理化,統 一的統制経済,
経済の国防的性質,指 導経済と並んで,全 体主義の経済政策の原則を最 も集
約的に現わす思想であった。全体主義の典型たるナチス ・ドイツのこの経済
思想は,何 よりもその綱領に最 もよく示 されていた。
木下半治編 『新体制辞典』(1941年)は 「公益優先」の語をナチス党綱領




tionderGesinnung)に おいて国民の復興を支え る精神 的原則 として提示
されている⑳。周知のようにナチズムは 「世界観」を著 しく重視 しており,
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ナチス的世界観 のために既存 の世界観 や思 想の排 除ない し克服が要請 された。
それが精神革命 ・意識革命 であ り,そ れを宣言す る24条 は綱領 の 中で もと
くに重要 な位置を あたえ られ た。「精 神革命」 は,そ の中で 「ユダ ヤ的 唯物
論的精神」(jUdisch-materialistischesGeist)に対す る斗争 と一体 とな って
提示 された。ユ ダヤ主義,唯 物論 ・マルクス主義 は,あ るいは貨幣崇拝 と享
楽,あ るいは階級斗争 と猜疑,民 俗 的栄 誉の喪失 と同一視 された。 これ に対
置 され るのが ナチス的 な世界観 と生 活様式 で あ る。 そ れは個 人 の生活 を,
私的 な利益(daseigeneWohl)をこえ て,民 族 的利益(dasVolkswoh1)
のた めに提供 しよ うとす る立 場 に他 な らない。 「公益 は私 益 に優 先 す る」
(GemeinnutzvorEigennutz)はナチズムの この世界 観 を端 的 に表現 す る
言葉で あり,従 ってナチス党綱領 のいわば精神的基礎 た る意義を もつ もの で
あった。 そ してこの 目標 はユダヤ主 義 ・マル クス主義 との対抗 と斗争 とい う
具体的 な行動 と結 びつ いている。つ ま りナチス的な 「精神革命」 はマル クス
主義 的な階級斗争 ・労働運動 を弾圧 し,「 ユダヤ的」 とされ る貨 幣 崇拝 主義
に対抗す ること,そ れを通 じてナチズム最大 の課 題,「 民 族 的利益 」 を追求
す ることであ った。公益優先原 則は 「民族的利益」の実現を めざす ナチス経
済観 における文字通 り 「至上命題」 と して最 も重要な位置を与え られた。 そ










反ユ ダヤ主義 と一致 す る。 しか しこの 「ユダヤ的」な る用語 は,同 時 に,比
喩的な意味 においてよ り広義 に 「唯物 的」・「貨幣崇拝的」 として理解 される。
党綱領の その他 の条項 に も示 されているよ うに,「 唯物的」・「貨 幣崇 拝的」
な る観念 はあ るいは 「貨幣の特権」,「労働 か ら乖離 した」,「金融 的」・「金融
資本 的」,「寄生的」な活動,「 私益 の神聖 化」 と して,あ るい はそ のよ うな
「ユ ダヤ的 な見方 が強 く規定す る自由主義 時代」,「 自由主 義 的資本 主 義的商
人精神」(liberalistisch-kapitalistischerHandler-Geist),「自由主義的金融
資 本 的経済 観 の 利 己 的 利 潤 追 求」(daseigennUtzigeProfitstrebender
liberalistisch-finanzkapitalistischenWirtschaftsauffassung)と重 ね合わ
され る。従 って 「ユダヤ的」 なる もの とは,人 種的意味を離れて,よ り広 く
金 融的 ・金融資本 的活動,さ らに自由放任主義 的な商人的活動,そ のよ うな
営 利第一主義,限 りなき営利追求 を も意味 したのであ る。
それ らに対置 され るのが 「労働」で あった。 国民 の労働 の義務,全 体利益
との関係を提示 した第10条 の内容 がそれであ る。 ナチズ ムは 「貨 幣 の代 り
に労働(Arbeit)を 思想 と心情 の核心 にお く」 の で あ り,そ の労 働 は労 働
者 自身 の必 要 の た め ば か りで な く,同 時 に 「民族 の 利益 」(Wohldes
Volkes)の た めに,従 って 「すべて の利益」(zumNutzenaller)のため に ・
な され なければな らない。 このよ うに 「労 働」 の観念 は公益優先原則 と不可
分 に結 びつ く。「私益を神聖視す る」 自由主義的 な活動 は,「 労働」 とはいえ
ない。 「全 体の福祉」 に反す る活動は,「 労 働」 ではな くて 「不正 行為」で し
かない。労働 による民族 への貢献 を義務 と し権利 とす る思想 こそが ドイ ツ固
有 の もので あ り,そ れは他人 の労働 に頼 り寄生者 として生 活す る 「ユダヤ的
理念」 と対 立す る。
こう して労働 に基づ く,あ るい はそれ に由来す る収益 は正 当化 され るが,
「勤労 なき所得」(Arbeits・undmUhelosesEinkommen)は排 除 され る。
綱領第11条 「利子隷属制 の打破」 はこのこ とを要請 す る。 労 働 に対 して正
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当 な賃金 を支 払 わ ない企 業家 もそれ に属 す る。 と りわ け 「創造 的 労働 」
(schaffendeArbeit)の 搾取者 と して 「国際的 な,多 くの場合 ユダヤ的な金
融 資本」 の支配 は,除 去 されなければな らない。 彼 らは 「価値」を創造せず,
利益の みを目的 と している。 その帰結 が 「労働に対す る貨幣の非倫理 的支配」
(dieunsittlicheHerrschaftdesGeldesfiberdieArbeit)であ り,ナ チズ
ムの 経 済 思 想 の最 大 の課 題 は,「 こ の よ うな略 奪 的 な 資本(raffendes
Kapital)の 支配を破 砕 し,ド イツ民族 を国際 的吸血鬼 か ら解 放」 す ること,
経済が 国民 に奉仕 し,国 民の福祉 の向上 に役立つ ように経済を改造す る こと
である。著 名な利子隷属制の打破(BrechungderZinsknechtschaft)の標
語 はそのよ うなナチズムの 目標を端的に示す ものであ った。
他方,戦 時における私 的致 富,つ まり戦 時利得,金 融資本 による国際 的 ト
ラス ト化,コ ス ト切下 げ ・劣悪賃金 ・販売価格引上 げ等 による拝金 的な 「自
由主義 的搾取者」,等 が批判 される。 また健全 な中産 階層 の創設 ・維持 の た
め にデパ ー トや均一 価格 店の 自治体所有化や小営業者へ の貸与,等 が求 め ら
れ ているが,こ れ も上述 の創造的労働の重視 と強奪的 な 「資本主義精神」批
判 とい う観 点 と密接な関係 にあ った。
・ ナチズムの以上の観念は,し ば しば資本主義的営利主義 に反するもの,
「反資本主義的」な性格をもつだ要求 と評価 されてきたものである。 しかし,
それは営利活動の否定を決 して意味するものではなか った。そこで問題 とな
るのは際限なき営利追求,不 正ない し不適正な利潤追求であり,そ のような
ものとみなされる金融資本とその利子収入や独占利潤,特 定の大商業資本の
活動,な どであった。 しか しそれは資本の過大な集中やカルテル等独占への






さらにまた党綱領14条 は,ド イツ的社会主義 として 「大経営における利
益分配」(GewinnbeteiligunganGroBbetrieben)を 掲げ,勤 勉な労働者,
能力ある企業家をは じめ 「創造的」な国民への利益還元を要求 している。 こ
の場合 も営利第一主義に対する 「ドイツ民族 ・ドイツ的人間の労働共同体」
の福祉の優位が根拠とされている。土地制度に関 しても,国 民的ないし民族
的観点か ら,ま た 「労働と業績」の理念から土地投機,利 己的な土地利用に
よる不正利得,が 攻撃 され,不 適切な仕方で取得された土地や国民に損害を
与えるような土地の没収が求められた。
これ らのし、わゆる 「反資本主義的」な,し か し本質的には資本主義修正的
な政策は,先 行研究が示すように,ヒ トラー主流によるシュ トラッサーら党
急進派の排除を経て,さ らに権力掌握後の体制化の中で,大 幅に修正され,
実質上骨抜されて,そ の大半は実行 されるにいたらなかった。そ してその方




最高目標と結びつけられて 「公益」の観点は私的利益追求に対 して,少 なく
ともイデオロギー上は,優 位を保持 し,自 由な私的営利追求の志向性に対 し
て,経 済思想上の枠組 として一定の役割を引続き演 じる㈱。
たとえば1935年 版 『ナチス経済年報』においてライヒ経済会議所商工会
議部長(PaulHilland)は 次のように述べている(24)。








ドイツの国家的な編集事業 ともいえるH.H.ラ ムマース/H.プ フン トナ一編



















決 して否定 しない。否,む しろ創造的な私的活動,私 的イニシャチヴはナチ
ス経済思想を構成するもう一つの重要な柱をなしていた。
国民が自身の資質と能力とによって,ま た内面的な職業意識 に支え られて
存分に働 くこと,そ のような国民各人の 「労働」 と 「職業活動」をナチズム
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は徹底的に重視する(党 綱領10条)。 つまり 「経済的な資質を備えた諸個人」
と、その能力を発揮 し発展させる活動舞台の重要性が強調 される。 ナチズムは
こうして企業の活動力 ・冒険心 ・リスク ・創造的精神 ・組織能力 に対する経
済的な利益配分を承認する(綱 領13条 ・14条)。 しか し,私 的なイニ シャ
チ ヴと責任性,諸 個人の能力の発揮,そ の結 果 と して の業 績 ・成 果
(Leistung)は ナチズムの場合,自 由放任主義の時代のように個人 の利益だ
けに結びつけられるのではな く,全 体的な利益,公 益への配慮 と一体 となら
なければならない。私的イニシャチヴは公益優先原則と結びつけられ,後 者
の実現のための必要条件となる。





の観念に支え られた,ナ チス的な対内的 ・対外的な政治的指導性,つ まり指
導者国家(FUhrerstaat)の 理念の形を とっていた〔27)。「下に対す る指導者
の権威と上に対する責任」を標榜するこの指導者原理は,従 って民族的ない
し全体的な利益の目標 とそ:のための積極的な指導性を内容としてお り,経 済
的にはそのような民族的利益のための公益優先原則 とそれを実現する指導者
的活動 という二重の観点か ら構成されている。後者の指導的活動は,ナ チス
的な意味での能力主義 業績主義を土台としており,そ れらに基づ く私的な
経済活動を公益優先原則に結びつける役割を担っていた。そこでは政治的国
家的な観点と営利経済的観点との対立の調整が重要な課題となり,ま たナチ





れた。一 つは1934年2月 の 「ドイ ツ経 済の有機的構成準備法」(Gesetzzur
VorbereitungdesorganischenAufbauesderdeutschenWirtschaft)に
おいてである。 この法律 は現行 の経済連合体や団体 を組織化 し,国 民経済 の
下 にそれ らを有機的 に編成 す ることを 目的 とす る もので,経 済 団体 はその際
当該 経済 部 門の 唯一 の 代 表 者 と して 認 め られ る と共 に,団 体 に指 導 者
(F廿hrer)が おかれ,そ れを経済大 臣が任命す る ことが規定 された。 それ は
経 済団体 を経 済的 自治の有機的体系 と して編 成 し,「 その組 織体 の 中で 指導
者原理(FUhrerprinzip)を 実現す る句能性」 をつ くり出す ものであ った(28)。
経 済団体 の編成 と組織化 は戦時経済体制,動 員体制 の確立 のため に同時期
の 日本 で も重要 な課題 とな って いた。上述 したよ うにそれは経 済新体制の柱
ともい うべき統制会 として具体化 され ていた。 この統制会 の組織化 と運 営の
ためにいわゆる指導者原理(フ ユーラー ・プ リンテープ)が 採 用 された こと
は後述 の通 りであるが,こ れ こそ ほか ならぬ ナチスのこのよ うな指導者 原理
の 日本版 であ ったのであ る(29)。
ナ チス ・ドイツにおいて指導者 原理は もう一つ の形 をとって現 われる。 そ
れは企業経営 にお ける企業家 の指導者 的位置 とそれ に対す る労働者 の従事 と
いう関係 としてである。 ナチス社会政策 のマ グナ ・カル タ とい われ た1934
年1月 の 「国民的労働 の秩序 に関す る法律」(国 民 労働 秩序 法,Gesetzzur
OrdnungdernationalenAr6eit)は,「自由主 義 的 ・マル ク ス主 義 的」 な
雇主(資 本家)・ 労働者 の区分 ・両者の階級関係 という観 点 を否定 し,そ れ
に対 置 させて,「 経営 指導 者」(BetriebsfUhrer)と しての企 業家(Unter-
nehmer)と その指揮 に従 う 「従 業者」(Gefolgschaft)と しての職 員 ・労
働者 の関係 とい う観念 を提示 した。両者 は経営 目的の促進 と国民 ・民族の共
同利益 の ため に,経 営 内で協 働 しなけれ准 な らない。 ライ ヒ経済 省長 官
H.E.ポ ッセ(Posse)は 次 のよ うに述 べ る。








伝統主義的ないし家父長制的な性格を示 しているように見えるが,し か し,
同時に現代的な専門的能力の重視と業績主義に基づいてお り,そ の本質は資
本による労働支配の確保と,強 化以外の何 ものでもなかった。日本のす ぐれ





ナチスの指導者原理のこの側面は,上 述 した 日本の勤労新体制確立要綱
(1940年)に,ま た産業報国会運動に対 して大きな影響を与えた。森戸辰男
は両者の関連を次のように説明 している(32)。
「自由主義労働秩序に代位 しようとする諸々の体制中にあって,独 逸 にお・
ける労働戦線の経営協同体主義と我国における産業報国会運動の労資一体主
義とが同一系統の思想に属するばか りではなく独逸労働戦線がわが産業報国
運動の着想 ・建設にあたって重要な刺激 と示唆と判例 とを供与 したといふ蔽
ふべか らざる事実によるのである。」
このようにして ドイツの労働関係におけるナチス的な指導者原理 ・経営協
同体構想は,新 体制期の日本に受容され,日 本的に翻訳されて,皇 国観念や,














びつ くとは限 らない。むしろ私的営利活動は しば しば国家的利益と衝突する
ことになる。それ故上の原則は相互に対立する関係をそのうちに含んでいる。
それは公益優先原則における 「私益」 と 「公益」 との関係,つ まり 「私益」
を承認 し,「私益」 と結びつ く私的イニシャチヴを通 じて創造的経済活動を
促進させるという面 と,「公益」の観点からそれを統制す るとし}う方 向性 と
の対立を孕んだその関係の中に示される。公益優先原則そのものがそのよう
な二元性を包摂 し,矛 盾 した内容を有 していたのである。
指導者原理は,対 立的な関係を含む両者を媒介 し調整する役割 と結びつい
ている。指導者的立場にあるものは民族的国家的利益を自覚 しつつ積極的な
経済活動を展開す ることが求め られるのである。そのたあにナチス的 「世界
観」の思想 と,そ れに支え られつつイニ シャチヴを発揮できる資質 と能力が








先の 「ナチス国の基礎 ・構成 ・経済体制』(1936年)の 中でライヒ食糧職
分団中央局指導者は 「経済の全体秩序」 に関連 して次のように述べる。
「諸個人の業績能力(Leistungskraft)と そのイニシャチヴをないが しろ
にする経済秩序は,個 々人の貴重な諸力を荒廃 させ,そ の結果意欲を欠いた
大衆をつ くり出し,ロ シアに見 られるよ うな状況を生み出す ことになる。
/秩 序思想(Ordnungsgedanke)と 業績思想(Leistungsgedanke)の 実現
は,経 済の自治(Selbstverwaltung)の 理念の下でむしろは じめて可能 と
なる。」(34)
またケル ン大学教授P.ベ ルケンコプフは,同 書でナチス経済体制の下で
も私経済的な企業活動が,適 正な賃金政策 と公正な競争の枠内においてなら
ば,全 体経済にとっても有益であるとみなし,そ のような条件の下での企業
家相互の自由な競争およびその結果生 じる企業家利得とを是認 し,国 家がど












は軍関係者におけるナチス ・ドイツの4カ 年計画 ・国防経済体制論の検討で
あり,他 は財界の一部,日 本商工議所の伍堂卓雄 ・松井春生によるナチス的
な経済団体編成の構想であった。
前者は満州事変の中心的人物,陸 軍の石原莞爾が1936年 に結成 した 日浦
財政経済研究会とその代表宮崎正義を軸にした動きであり,日 中戦争直前に
端を発するものである。宮崎正義 らによるナチス政策分析の成果は,1937
年出版の同会編 『ナチス経済法』(日本評論社)の 翻訳をは じめ,書 物で刊
行されたり,冊 子の形で関係者に配布された。中でも重要なのは総力戦を予














(1)ナ チス ・ドイツ体制の国家的紹介一 『新独 逸国家大系』12巻 の
翻訳 ・刊 行事業一




春生とは,日 中戦争に伴 う統制経済に対応するため,経 済団体の再編成と中
枢的機関の創出を構想する。 しか しその構想に立入 る前に,わ れわれは,両




先にも言及 したようにナチス ・ドイツは国家的な文化事業 と して1936年
から 『ナチス国家の基礎 ・構成 ・経済秩序』を編集 し,大 部あ3巻 本 として
刊行 した。その書物の日本語への翻訳事業が1938年 に企画 され,『新独逸国
家大系』全12巻 として1939年 か ら41年 にかけて刊行された。 その翻訳 ・
刊行のために後援会が結成され,そ の会長となったのが日本商工会議所会頭
の伍堂卓雄(1877～1956,海 軍造兵中将,満 州の昭和製鋼所社長,満 鉄理事,
37年 林内閣の鉄道兼商工大臣,等 を経歴)で あった。名誉顧問と しては海
軍大臣米内光政ら12人 の大臣,日 独文化協力会関係者,企 画院総裁,東 京
帝大教授牧野英一,ミ ュンヘン大学教授(日 独交換教授)0.ケ ル ロイター
などが名を連ねた。顧問には穂積重遠(東 京帝大)や 末広厳太郎(同)と 並
んで,鹿 子木貴信(九 大教授 ・ベルリン大学教授,後,言 論報国会事務局長,





i)ま ず,こ の書物は政権掌握後のナチスの法律 ・政治 ・経済の制度と思




の ワイマ ール期の構造 をなお残 しつつ,ナ チス的な改造が着手 され た段階 に
該 当 し,本 書 はその 中でナチス的な経済原則 を ドイ ツ国民 に広 く周知 させ る
目的を備 えていた。つ ま り本書 はナチス ・ドイ ツの全体的な現状紹介 である
と同時に,ナ チズ ム浸透の宣伝文書 で もあ った㈹。
その国家的な性格 は編者 のラ ンマース(国 務大 臣 ・内閣官房長官)が ヒ ト
ラー側近で あ り,プ フ トナー(内 務 省長 官)もW.ブ リック(内 務大 臣)の
側近 で,副 党首R.ヘ スとブ リックが序 を書 いてい ること に も示 され る。 第
1巻 「ナチス国家の基 礎一世界観 ・政治 ・法制一」 が29章,第2巻 「ナ チ
ス国家の構成」 が21章,第3巻 「ナチス国家 の経 済秩序」が23章,合 計73
章 か らな るこの彪大な書物 には,A.ロ 「ゼンベルグ(Rosenberg),0.デ ィー
トリヒ(Dietrich),W.ダ レ(Darr6),Rラ イ ンハ ル ト(Reinhardt),
0.ケ ル ロイ ター(Koellreuter),E.R.フーバ ー(Huber),Kハ ウスホ ー
フ ァー(Haushofer),ヘ デ マ ン(Hedemann)等 々,政 府 ・大 学 等当 時 の
指導 的な人物 ・専門家が執筆 に参加 していた。
2)駐 日 ドイツ大使E.オ ッ トーの序詞を付 した その 日本語 訳 『新 独 逸 国
家大系』 は12巻 か らな り,た とえば第5巻 は41年 に7刷 が 出るほどに普及
した。 ナチス ・ドイ ツの経済体制 や経済思想 に関 しては,ヒ トラー政権掌握
以 降 日本 では多 くのす ぐれ た論文 や書物 が発表 されていた。 我妻栄(東 京帝
大)や 加 田哲二(慶 応大)に よる批判 的分析,長 守善(満 鉄)の 二つの著書,
『ファ ッシ ョ的統制経済』(日 本評論社,1934年)と 『ナ チス経済建設』(同,
1939年)な どが その代表 的な成果であ り,当 時の 人 々は それ らを通 じて ナ
チズ ムや ナチス ・ドイツの経済 の状 況を知 ることがで きた㈹。だが ラ ンマー1
ス らによ る本 書は,ナ チス体制 に関す る ドイツ政府 の事 実上公式の解説で あ
り,そ の浩潮 さと詳細 な紹介 は,ナ チス体制 の現 実を理 解す る上で重要 な意
味を もつ ものであ った。
3)翻 訳 のため に当時の,ま た戦後活躍 する第一級 の社会科学者が総動員
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されたことも重要である。今中次麿(九 州帝大)・ 住谷悦治(松 山高商)・ 来
栖三郎(東 京帝大)・ 川島武宜(同)・ 山田晟(同)・ 兼子一(同)・ 宮沢俊義
(同)・ 田中二郎(同)・ 杉村章三郎(同)・ 鈴木竹雄(同)・ 石井照久(同)・
吾妻光俊(東 京商大)・板垣与一(同)・ 上原専禄(同)・ 木村亀二(東 北帝
大)・ 服部英太郎(同)・ 柳瀬良幹(同)。 大河内一男(東 京帝大)・近藤康男
(同)・安井琢磨(同)・ 神川彦松(同),さ らに風早八十二 ・小林良正 らがそ
れである。彼 らはそれぞれの翻訳の分担を通 じて,ナ チズムという全体主義
の現代的現象に直面させられることになったのである。これ らの社会科学者
と並んでまた企画院の中島清二(第 三部長)や 『ドイツ計画経済』(河 出書
房,1938年)の 著者 ・福田喜東(同 書記官),美 濃口時次郎(同 調査官)は
じめ企画院関係官僚 も訳出に加わっている。実際の作業の中心になったのは
「刊行会」の編纂事務主任 ・平野義太郎と小林良正であった。彼 らは,周 知
のように 『日本資本主義発達史講座』に参画 した講座派マルクス経済学者で
あった。両名はじめ大学を追われたマルクス主義的な立場の学者とこの翻訳
事業 とのこの間の事情について,本 書出版に関わった美作太郎は,戦 後,当
時を回顧 してこう述べている㈹。
「売行きの懸念 もないではなかったが,そ れよりも翻訳者に苦労 しま した。
これは当然,ド イツ語のできる人たちということになったが,参 加 した人の











は 「刊行の辞」の中で,ド イツの国運隆盛の要因をナチス世界観,「 公益 は
私益に先んず」の指導精神 とその下での4カ 年計画,そ れに伴う経済機構の
改革に求め,そ の根源を考究す ることは 「東亜に新秩序を建設 しつつある日
本にとって急務である」と述べ,ナ チス ・ドイツの思想と機構改造を積極的
に評価 した㈹。
また 『大系』の 「経済篇」の冒頭の 「序」を担当 したのは,同 じ日本商工
会議所で理事として会頭伍堂を支える前資源局長松井春生㈹ であった。松
井もナチス ・ドイツの統制経済の重要性 に注目し,一 方では ドイツと異なる
日本の独自性に配慮 しなが ら,同 時に ドイツのそれを 「我々の採って以て範」
とすべき点が極めて多いと評価する。松井は ドイツの統制経済における商工
会議所 ・経済会議所の役割をとくに重要視 し,次 のように指摘す る㈹。「ド
イツの統制経済は,ソ ヴエー ト連邦の如 き国営主義に依るもので もなく,イ
タリアの如き組合主義に依るものでもない。それは,多 分に,個 人の活動を
認め,既 存のあらゆる経済団体,銀 行会社乃至産業経済関係を認めつつ,謂
ゆる指導者原理に基いて,一 定の目的及 び方向に向って,経 済界を有機的に
再編成 しようとするのである。随って,ド イツの経済界の組織は,各 部門毎
に組織化され,こ の組織化 された各種のカルテルのやうな団体が,主 要経済
市場に統制権を持ち,そ れが国家の指導 に従って行 くことになってみるので
ある。そして,商 工会議所は,此 等の各種の経済団体及び経済関係を,綜 合
するところに,其 の使命があり,そ れがライ ヒ経済会議所に統括されて,全
国的に,経 済統制が,矛 盾相克する所な く,最 も効果的に,実 施されるやう
に,規 整されてるるのである。」
松井は,ド イツの統制経済を,個 人的活動を基礎にした,指 導者原理に基




制の方式を提示 して,そ れを 「経済界の実情 に合致」 しない 「紙上計画に堕












それへの抵抗と同時に,自 らの利害に立 った,統 制への積極的な対応の動き
を生み出した。経済統制に対応 した経済団体の再編成構想がそれである。だ
がすでに経済団体の有機的編成に関する最初の構想は,財 界ではな く,近 衛
文麿のブレーン・トラス トといわれる昭和研究会によって作成されていた。
同研究会は1937年4月 の研究会結成と同時に小委員会を組織 し,民 間経
済界の力を綜合する中枢機関の創設のために,米 菓独の中枢経済団体の機構




ツの経済組織化の受容 としてではなく,逆 に 「所謂ナチス的商工統制組織」
とその 「建前」とは 「根本的に異にするもの」 と位置づけていた。すなわち
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昭和研究会の上記 『試案』 は,ナ チス的な経済界編成への批判でもあった。
ナチス ・ドイツの経済有機的構成法による統合組織は,「 表面的には自治機
関」であるが,そ の実質は 「ナチスが此の組織を通 じて独逸産業に号令 し,
ナチスの産業政策を全産業に滲透せ しめんとする目的」をもったものであり,




式仁対比 して,「 重要産業を自らの力によって,自 治的に下か ら組織」 する
「日本産業連盟」(仮 称)を,「 国家機関とは全 く独立」 し,そ の機能は行政
官庁 と補完 し助け合 う関係にあるものと位置づけた㈹。
翌1938年,商 工省は日本商工会議所に対 して 「経済会議所法案(未 定稿)」
なるものを内示 した。それは従来の商工会議所に代えてより広範な機能を備
えた 「経済会議所」を構想 したものであった㈹。これに対 して日本商工会議
所側は自らの改革案を提案する。松井春生案,つ いで作成された伍堂卓雄案
がそれであった。理事松井春生の商工会議所改革案は,商 工会議所が単なる
建議機関としてばか りでな く,国 家的な経済政策の樹立に積極的に参画 し,
民間側意向の代弁者となること,さ らに行政事務の一部をも代行 し,政 府の
外郭機関として政府 ・民間経済界との架橋を行 うことを求めたものであった。
続いて発表された会頭伍堂卓雄の日本商工会議所改革案は,松 井の上の構想










例を鑑みることは,わ が国統制経済の運用に當 り其の動向を察知 し,過 不足
を補整するに極めて便利であると考へるのであります。」 かれ らはナチス ・
ドイツの経済統制 と経済団体の自治 にもとつ く経済の有機的編成の方式に注
目したのである。当時 『新独逸国家大系』「経済篇」の関連部分の訳出に携っ
ていた風早八十二は,こ の伍堂案が 「一層徹底せるナチス型の職分団的産業
自治団体の編成案」であると指摘 し,「日商は伍堂会頭を媒介 としてハ ッキ
リとナチス型産業団体再編成案にサインした」 と批判 した㈹。
松井 らはナチス ・ドイツの政策体制の土台が ドイツ経済有機的構成法であ
り,経 済統制にとって経済団体の再編成が著 しく重要であることを認め,日
本での経済団体再編構想にそれを利用 した。 しか し,彼 らのナチス体制理解
は昭和研究会のそれとは異なっていた。昭和研究会は,ナ チス ・ドイツの経
済組織の原理を強力な国家的統制として把握 していたのに対 して,彼 らはそ
れを経済団体の自治的組織の側面に力点をおいて捉えていた。先に見たよう
にナチス ・ドイツの政策 ・制度は二つの方向性を内包 していた。企業や経済
団体のイニシャチヴと自主性の重視と,「上から」の統制及びそれと結 びつ・
く指導者原則という二元性である。昭和研究会は後者をナチス的特質として
捉えこれを批判 した。これに対 して,伍 堂 ・松井は逆に前者の要素をナチス・
ドイツの方向性 として捉え,こ の観点を積極的に評価 し,自 らの商工会議所
改革構想の基礎に据えたのであった。だが彼 らの構想はナチスの場合と全 く
同 じというわけではな く,次 のような異なる面を有 していた。
ナチス ・ドイツの有機的な経済構成は,産 業部門ごとの全国的な団体的編
成と,諸 部門からなる地域的組織と しての商工会議所の全国的な編成という







の商工業を重要な要素 として包摂 していた。それ らは重要産業に足場を置い
た大企業の業種にもとつ く組織 ことに全国的な団体やカルテルと利害を し
ばしば異に した。 とりわけ戦時経済体制への移行 とともに,地 域の商工業者
にとって死活問題である原料割当,生 産統制,物 資配給,輸 出入統制,価 格




高官を招いて開催 した時局経済懇談会 ・常任委員会において,商 工省側に提
示された 「経済統制に関する当業者の苦情並 に改善意見要 旨」 の中には,
「有力な大業者」と 「微力の中小業者」の力の関係から不公平が生 じている
欠陥を指摘する苦情が含 まれていたという。この時局懇談会は当時大阪や名
古屋など地方業界の意見を聴取 してお り,中 小企業の利害がそこに反映され
ていたのであった(51)。
伍堂 ・松井 らの日本商工会議所改革構想は,こ のような地方の利害,中 小
企業の利害を背景にして,地 方の横の経済的関連を土台とし,団 体自治主義
を原則としつつ,し か も政策過程への積極的参画 と行政事務の代行を通 じて
商工会議所の権限とその社会的経済的基盤の確保の拡大をはかろうとしたも
のであった。それは同時に重要産業の大企業を背景とする日本経済連盟会の
主要カルテル組織の強化,縦 の産業別の組織化 とそれにもとつ く従来型の
「自治統制」の方向に対抗する路線であったということができる。 ナチス ・
ドイツの有機的構成法が一方では団体 自治主義を認めつつ,他 方で 「商工業
の全体的利益」・「国家的利益」を重視 し,そ の観点から指導者原理を提示 し
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ていたことは当時の人々の知 る所であ り,伍 堂 ・松井の構想は,そ れを参考
にしつつ,一 方では団体自治主義を主張しなが ら,他 方では国家的な統制へ
の対応を不可避 と考え,そ れを容認 し,む しろ利用 しつつ,大 企業中心のカ
ルテ:ル的な 「自治統制」の方向に対抗 し,逆 にそれを自らの体制に包摂 しよ
うとしたのである。それは風早八十二が指摘 したように 「ナチス型の職分団
的産業 自治団体の編成案」の構想であると同時に,地 域経済 に足場を置いた
中小企業の利害を も包摂 し 「国民経済的」にそれらを編成 しようとする方向
性において,中 間的社会層を支柱にして拾頭 したナチズムと共通する特質を
有 していたことがわかる。「経済団体連合会 ・前史』は,こ の動きをそれに
対抗する日本経済連盟会の観点に立 って,次 のように分析 している(52)。
「このように,中 小企業の中には,自 治統制の名のもとに大企業に引きず




伍堂 らの商工会議所を軸 とする経済団体の統制的組織化の構想に対 して,
日本経済連盟会の理事高島誠一が時期尚早論を もって直ちに反論する。こう
して自治統制,カ ルテル的組織化を主張する財界の最有力団体 ・日本経済連
盟会の反対によって伍堂案は挫折する。 しか し,1939年 に入 ると同連盟会
も,業 種別 ・地方別の構成をもつ産業統制委員会を設置 し,さ らに1940年
には 「別働組織」 として重要産業統制団体懇談会をつ くり,産 業別 ・業種別
の団体編成とそれへの 「公的性格」の付与,行 政官庁 との協力の方針を打ち





4.経 済新 体 制 問題 とナチ ズムー企画院 ・革新官僚の
ナチス政策思想の受容一
経済新体制問題の経緯:は,日 本経済の再編成を構想す る企画院のいわゆる






主義的原理の 「革新」あるいは 「反資本主義的」なものと理解 されるのが普
通であった。それでは企画院 ・革新官僚はナチズムをいかに認識 し,そ れを
いかなる形で受容 したのだろうか。
われわれは,そ の際,こ の時期の動向をナチス ・ドイツの影響 と関連づけ
る従来までの見方 と異なり,そ れに対 して,当 時の政策の方向性をソ連型の
計画経済に結びつけて捉えようとする最近の研究動向についても触れないわ
けにはいかない。当時の状況を 「計画化イデオロギー」の観点から理解 しよ
うとするこの最近の研究は,先 行研究が示唆 した ドイツとの関連を考慮する
ことな しに,当 時の政府 ・軍部の政策策定をもっぱ らソ連の計画経済に関連
づけ,そ れをモデルにしたかの如き指摘を行っているか らである(協)。その理
解を背景にして,経 済新体制のいわゆる公益優先原則を 「利潤動機の否定」
に結びつける見方 も現われている㈱。 このような見方は果 してどこまで適当




(1)企 画院 にお けるナチ ス ・ドイ ツ分析
「計画経済」や 「統制経済」と呼称 される国家的な経済統制は,日 中戦争
期の日本が直面する最 も重要な問題であった。企画院は戦時経済体制確立の
ための中枢機関として1937年 に第一次近衛内閣の下で発足するが,翌38年,
所属スタッフは 『世界計画経済』(河 出書房)全6巻(内 第4巻 は39年 刊行)
を公にする。第1巻 は 『ドイツ計画経済』で福田喜東(よ しはる)(調 査部)
が執筆 し,第2巻 イタリアは内田源兵衛(総 務部),第3巻 ソヴィエトは直
井武夫(調 査部),第4巻 フランスは同じ福田喜東,第5巻 イギ リスは岡倉
古志郎(財 務部),第6巻 アメリカは玉城肇(内 政部)が それぞれ担当 し,





ク経済化 と再軍備にいたる約20年 の世界経済の動向を,彼 らは諸国民経時
の 「計画経済化」 と 「統制経済化」 として捉えたのである。戦争一恐慌一再
軍備のコースの中で示 される計画と統制はその際,社 会主義的なソ連型,
「持たざる国」の ドイツ型 ・イタリア型,「持てる国」の典型イギ リス型の三
つに大きく区分 された。だが資本主義的な 「持たざる国」 日本にとっては,
社会主義的なソ連型はもとより,よ り自由主義的なイギ リス型も適当でなく,
資本主義的な 「持たざる国」 ドイツ型イタリア型 こそが最 も身近なモデルた
りえた。『世界計画経済』の第1巻 が ドイツ,第2巻 がイタ リアであったの
は決 して偶然ではなかった。
1938年1月 に刊行された企画院の雑誌 『企画』 は,同 じく英 ・独 ・』仏 ・





ている。だが 『企画』は,こ のソ連型の計画経済が 「プロレタリア独裁」 と
「重要資源及生産手段の国有」にもとづいていることを重視する。 ソ連型は
まさにプロレタリアの独裁 という 「強大なる政治的経済的権力」・を基礎 とし
て成 り立つ国家的総動員体制と国民経済計画であったのである。確にソ連の
国民経済計画の作成方法 ・算出様式,そ の運営機構は,統 制的政策の技術的
手段 として重要であり,企 画院がそれに注目したことは間違いない。 しかし
そめ計画経済を可能にした 「プロレタリア独裁」と 「生産手段の国有」の条





とくに 「持たざる国」 として同じような条件を備えた ドイツのそれこそがよ
り身近かな模範となりえたのである。 こうして 『企画』における ドイツ分析
は詳細を極めた。ナチス ・ドイツの第一次,つ いで第二次4カ 年計画,価 格
政策,労 働政策,国 策会社,道 路政策,戦 時動員体制,食 糧政策等々が企画
院の重要な研究対象とされることになったのである。
『企画』での ドイツ紹介 ・翻訳に中心になって関与 したのは企画院調査官
菊地春雄であった。彼は 『ナチス戦時経済体制研究』(東 洋書館,1940年11
月,12月2刷),続 いて 「ナチス労務体制研究』(同,1941年1月)を 公に
するが,両 者共に詳細かつ客観的で,そ の分析は同時代の欧米の類書に比 し
て遜色がな く,当 時の企画院のナチス ・ドイツ認識が,時 代的な制約はある
としても,か な り高い水準にあったことを示 している。
そもそ も企画院の調査研究の目的は平時 ・戦時における綜合的国力の拡充 ・
(79)79
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年計画か ら第二次大戦にいたるそのナチス ・ドイツの経過を,企 画院随一の
ドイツ専門家,菊 地春雄は,ま さに国家総力を国防目的に動員する国防経済





菊地のこの認識は,企 画院での調査 ・研究にもとつ くものであり,そ の内容
はすでに企画院の内部で提示され,検 討されていたと考えることができる。
ナチス的な国防=戦 時経済に関する菊地の分析は,企 画院の他のメンバーに
も多分に共有され,日 本の新体制に関する企画院での計画 ・構想に際 して,







では美濃部洋次 らの経済新体制構想は,ナ チス ・ドイツの 「新体制」とどの
ような関係にあったのだろうか。
美濃部は,経 済新体制が本格的に問題 になる前,日 中戦争勃発の翌年の
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1938年 に,論 文 「工業政策の日本的転換」(58'.を発表している。彼はその中で
日本の資本主義的発展の特質を示すとともに,現 今の世界状況が 「国防の整
備 ・充実」に向いつつある事実を指摘 し,重 工業を中心とする産業の再編成
の必要性を強調する。 その際美濃部が重視 したのは総力戦そのものではなく,
その到来を考慮した戦争準備の独自の体制,す なわち 「準戦時制経済」であっ
た。彼は 「準戦時体制」を 「平時経済」とはもちろん,「戦時体制」 とも区
別 して次のように述べる。準戦時体制 も戦時体制 も,国 防が中心でそれへの
対応 としての計画的経済政策の遂行という点では共通 しているが,し かし前
者の 「準戦時体制」はあ くまでも戦時を目標とした準備体制であり,後 者の
「戦時体制」は戦時自体における経済政策である点で根本的 に異なる。 日本
においては準戦時体制への転換まだ十分でない時に日中戦が勃発 し戦時経済
への転向を加速 し,統 制強化の重圧を大きくしてしまった,と 。
このように美濃部は平時経済から戦争経済への直接的移行ではなく,戦 争
(総力戦)を 予定 しつつ準備を整える独自な経済体制=準 戦時体制経済 を重
.祝 していた。 この体制は経済全般にわたって 「国防の整備充実」を目的とし,
計画的な生産力拡充の遂行を中心とする 「計画的統制」の段階であ り,「平
時経済の戦時経済化」を意味する,と 美濃部は述べている。 この準戦時体制
が,当 時国防経済体制とも呼ばれていた ことは周知の通 りである。 それは
1936年 前後か らドイツで活発 に議論 されたいわゆるWehrwirtschaftに 対
応する概念であり,四 カ年計画を背景とする ドイツのこの議論は,日 中戦争
直前に日本人が注 目するところとな り,と くに日浦財政経済研究会において
調査 され,検 討 されていた。その成果は同会によって冊子として関係者に配
布されており,美 濃部 もそれを手に していたものと推測される(59)。
美濃部はこの理論を現実の世界的状況に関連づける。各国における 「自国
中心」の政策 と 「国家主義的経済政策」 の採用を彼は第一次大戦後の世界的
動向として捉え,そ れが各国における 「軍備の拡充」・「国防の充実」 と結び
(81)81
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つ き,「高度の統制経済化」 をつ くり出 していると考え る。 それはソ連の







にあっては戦争 は莫大なる軍需資材を要求 し,平 時に於てこの需要に応ずる
軍需工業の確立な くしては戦争の遂行を不可能とするものであることを教へ
た。 しかも平,戦 両時に於けるこの軍需の著大なる不均衡を認識 しつつ尚且





の強化と 「全工業の構成的変革」によって 「将来戦争に対す る産業的準備」
を充実 しなければな らない。こうして 「従来の自由主義を基調 とする資本主
義経済はここに漸 く止揚せられ,国 家を中心とする全体主義的統制経済への
転換」を見るにいた り,従 来の工業政策も一変 して,「 工業の国家管理的色
彩を帯びる」にいたった。
以上のように美濃部洋次の観点は将来戦争に対する準備的体制の確立 ・強
化にあり,そ の準備的体制が整 っていない状況での日中戦争開始は 「戦時経







この論文か ら2年 後,第 二次近衛内閣の下で新体制問題が具体化する。美
濃部 らによる経済新体制構想は,先 に述べたように財界からの激 しい反対に
遭遇 した。財界の主張は革新官僚の構想が単に改革:のための改革であって,





要綱の発表直後,美 濃部は論文 「経済新体制管見」㈹ を公にし,そ の中で 自
らの見解を次のように表明 して,財 界の 「意見書」の 「誤解」に反論 した。
④ 経済新体制の確立の主張の最大の理由は,財 界の 「意見書」の指摘す
る 「皇国の安危存亡の岐るる難局」に対処するためであって,決 して 「革新




る自由主義的経済運営」をもって しては不可能であり,そ の改革が必要 とな




◎ 利潤の問題に関しても同様であり,「我々として もいさ ＼かも利潤そ
れ自体を否定する意思はないのである」 と強調する。 しか し公益なくしては




⑥ 財界の 「意見書」は ドイツを模範 とすべきことを主張している。 しか








1938年 論文の趣 旨と軌を一 に してい る。 世 界的な軍拡の状況の認識,
Wehrwirtschaft論 にもとつ く準戦経済=国 防経済体制の確立の要請→重工
業中心の国民経済再編成の必要性→ 自由主義的政策の改革の不可避性,と い
う観点は,新 体制問題以前か らの,そ して新体制を要請とする美濃部の基本
的な構想であった。それは利潤原理を,従 って資本主義を何ら否定するもの
ではなかった。ただそのような必要 と目的のために 「私益」に対 して 「公益
優先」が考慮されねばならない。この決定的な点において⑥のようにナチス ・
ドイツの公益優先原則が引用され,受 容 された。 こうして公益 は私益に優先
するというナチズムの経済思想の根本原理と,同 じくナチス ・ドイツ的な準





おける 「社会主義」的な要素を意味 しており,こ の 「反資本主義的」要素は





決 してなく,従 って 「反資本主義的」な性格をもった 「国家社会主義」・「国
民社会主義」を指向するものでは全 くなかったのである。彼の構想は,日 中
戦争の遂行 という 「時局的」要請と,予 想される総力的な戦争の準備=国 防
経済体制 と戦争経済体制への移行をめざす,中 期的な政策を超えるものでは
なか った。だがこのことはナチス ・ドイツの経済政策思想からの乖離を決 し
て意味 しない。何故な らばナチスは,と くに政権掌握後は,上 述のように
「反資本主義的」な側面を大幅に修正 し,後 退させていたか らである。美濃




を強調 した。 これに対 して美濃部はそれに反対するどころか 「寧ろ我々の最




た。「民間の経営を排除 し官自ら経営を為 さんとす るが如きは現下の如 き時
局に於て最 も避 くべきであることは当然」である。官民対立の欠如を是正 し
「官民一致」 して 「非常時に於ける国家経済」の運営がなされねばな らない。
美濃部は述べる㈹。「要は各個の経済が各 々国民経済の構成部分たることを
自覚 し,国 家経済運営の綜合計画の下にその部分担当者として国家 目的にそ
の経営を帰一せしめ,そ の職分に精進すると共に,政 府 も亦その職分及責任




こうして業種別 ・物資別の経済団体の組織化 と調整,「 指導者原理」 の確
立が必要となる。「民営自主」・「官民協力」,経 済人による国家的利益の自覚,
その具体化のための経済団体の組織化 と指導者原理のモデルは,社 会主義的
なソ連でも,自 由主義的な英米でもなく,ま さに,ナ チス ・ドイツの現実が
提供 していた。 ドイツのWiftschaftsgruppeに 近い産業部門別 の経済団体
の組織化(→ 重要産業 における統制会)は,公 益優先原則と民営自主原理と
を結合させ,指 導者原理によって媒介する方式として,戦 時統制経済を支え
る基軸の役割を与えられる。だがその指導者原理の実現を可能にする権力的
体制のあり方が日本 と ドイツとでは大き く異なっていた。その点については
後に述べよう。
② 公益優先原則と営利原則との関連一美濃部洋次と他の革新官僚一
美濃部のこの考え方は他の革新官僚にも受容 された。1941年1月 の 『実
業之 日本』(新 年特大号)は 美濃部洋次 と毛里英於菟 ・迫水久常 ・柏原兵太
郎 ら4人 の中心的革新官僚による 「新体制を語る座談会」を掲載 している。
その中で 「公益優先」の原則を 「私益」 の否定→所有権 の否定,そ れ故に
「赤」とする 「民間」の一部の考え方が批判 される。美濃部 は 「公益優先 と
いふことは,決 して私益を否定 してみるの じやない」 と述べ,「 公益優先 と
いふ言葉は,ド イツか ら来た言葉」であるとし'て,改めてこの言葉をナチス ・
ドイツに結びつける。その ドイツでは 「公益を離れて私益はない」 と解釈 し
ている,と 。
この座談会において毛里英於菟は日本の革新官僚を ドイツの 「シャハ ト」
(すなわちHjalmarSchacht.1934-37年 ライヒスバ ンク総裁 ・経済相)に
重ね合わせる。毛里は 「計画経済」について自身の考えをこう表明している。




的な ものを大きく肯定 して,さ うしてそれを包容 して,否 定といふ言葉は悪
いですが,引 張って行 く。だか らいはゆる自由主義経済そのものを,論 理的
に否定 しては成立たぬ。一応ありのままに肯定して,多 元的な要素を把握 し
て,そ れを綜合化 して持って行 く。かういふ感覚 も官僚として持って行かな
ければな らない。」毛里 も資本主義的な営利活動を前提 にした改革を考えて
いたのである。
また 「利潤」追求に関 して迫水久常 も次のように説明 し,経 済界の誤解を
批判 している。「もう一つ利潤といふものが否定されるのちやないかと云ふ
ことですが,吾 々は利潤追求否定といふ言葉を或 る場合に使った,と ころが
その利潤追求否定の追求といふ字を落としていきなり利潤否定といふ風に解
釈 されてみるらしい,こ れ も世間の一つの大きな誤解ですね。 これに対 して




してない。ただ 「飽 くなき利潤を追求 して・その為めに国家目的に反するや
うなことになる」のがいけないのだ,と ㈱。
営利原則は否定されず,戦 時経済→生産拡充の必要性→拡大再生産,の た
めにそれはむ しろ前提とされねばな らない。 しか し公益に反する 「飽 くなき」
利潤追求は排除される。美濃部は主張する。「利潤の問題 も,今 迫水君がい
ひましたやうに経営利潤といひますか,生 産利潤 といひますか,さ ういふも
のは寧ろ否定 しようとは吾々は思はない,寧 ろそれを生むといふことが,国
家 目的でもあると思ふ。」美濃部が批判するのは 「投機的な利潤」 と 「独 占
的の利潤」であった㈹。美濃部は次のようにも述べる㈹。 「計画経済それ 自



















の堅実化,ま た消費購買力の抑制や,商 品原価の高騰の防止をめざす もので
あった。 とりわけ企業における利益の内部留保を拡大 し,自 己資金による金
融能力を強化する役割が期待 された。配当制限のこの政策立案に関与 した中
心人物は,革 新的官僚の一人迫水久常であった。彼は先の座談会で,配 当制
限が利潤原則を決 して否定するものではな く,逆 に企業の内部留保の拡大 と
生産拡大を促進 し,そ れが会社の利益を増大させるばかりでなく,同 時に国
民経済の生産力拡大 という公葺にも結びつ く点を強調 した㈹。
迫水 らのこの措置は,ナ チス ・ドイツの配 当制限政策に相応するもので
あった。政権掌握後間 もない1934年,ナ チスは資本投下法を,続 いてその
改正 法,「 利益配 当制限法」(GesetzUberdieGewinnverteilungbei
88(88)
日本における「経済新体制」問題とナチス経済思想
Kapitalgesellschaften)を 公布する。 この法律は,別 名の国債蓄蔵法の通
り,本 来は失業救済等により窮迫した財政のための公債の消化を目的 とす る
ものであった。優良会社の利益の剰余はこの立法により強制的に国債に投資
するように仕向けられたのである。ナチスのこの配当制限法は日本において







ふ歪める資本家的精神に対 し 『公益は私益に先んずる』 ことを強調 し,企 業
方針並 に経営の原則を公益におくといふ指導原理を確立 したるにある。(中




うより,資 本主義的な企業経営の合理化の手段 として捉え,戦 争経済体制の
ための生産力拡充の条件として認識 し,そ れ故に公益に結びつ くものと考え
た。公債消化という技術的な性格を備えたナチス ・ドイツの配当制限法は,
日本の革新官僚によって,同 じく技術的ではあるが,戦 時経済政策上の観点
から注目され,モ デルとして活用されたのである。 これに対 して財界は,配
当制限をもっぱら公益優先原則の観点に立 った国家的な営利統制として,自
由主義的な営利原則の否定につながる措置として捉えた。確に配当制限は理
論的には国家的な利潤統制を意味 しており,ま た先に見たヒ トラーの労働者
向けの演説に示されるように,そ れを不労所得批判として理解 させる余地 も
(89)89
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残 っていた。 しか も日本では当時,利 潤第一主義に対 して生産的活動を:重視.
し,そ の観点から国民経済を合理的に再編成すべきであるという笠信太郎ら
の見解が提示され,人 々の強い関心を惹きつけていた。この問題は株式会社
の株主の配当利益と企業の経営活動との関係,資 本(株 式)所 有 と経営との
関係に関連 してこざるをえない。そのような中で経済新体制の構想に際 して
:革新官僚が会社企業の所有 ・経営の分離を提起す るに及び,こ の配当制限立
法は,所 有(資 本)・ 経営分離論 と結びつけられ,配 当の利子化,資 本主義
的な営利原則への国家的な介入として受け止められたのである。 こうしてこ
の問題は革新官僚と財界との対立の焦点を形づ くることになり,結 局配当制
限措置は残 ったが,所 有 ・経営分離論は大幅に修正されることになったので
ある㈹。
5.財 界のナチス ・ドイツ認識 と独 自な受容
経済新体制問題をめ ぐる論議に際 して財界が企画院 ・革新官僚の構想を




標榜す るナチスの民族社会主義(国 民社会主義 ・国家社会主義)に 対しても,















たが,し かし今やこの日本経済連盟会の中に,戦 時統制経済に対 してより積
極的に対応 し,政 府の政策形成に参画 しようとする動きが拾頭 してくる。そ
の背景には戦争経済がもたらす利益の確保とその拡大という目的が存在する。
経済統制に関する日本経済連盟会の検討は1940年 に入 って時局対策委員







鉄鋼 ・石炭 ・海運等の重要産業の リーダーを中心とする重要産業懇談会
(以下量産懇と略す)㈹ は,8月 に発足すると直ちに財界側の経済新体制の構






　 　 　 　 　 ロ 　 　 　
た原則は次の通 りであった㈹。「我国産業が高度国防経済の建設を目標とし,
り 　 　 の 　 　 　 ロ 　 　 　 ロ 　 　 　 　 　
熱烈なる国家意識を以て公益優先の原則に立ち自発的かつ自主的に官民一体
となって,経 済国策の樹立および遂行に遭逢すべき体制を整ふること」(傍
点は引用者)一 「公益優先の原則」に立って 「自発的かつ自主的」に 「官民
一体」 となって経済国策の樹立と遂行に進むというこの基本原則は,ま さに
ナチス的経済思想の基本線と一致 し,革 新官僚の構想とも重なる。





と。」一 生産本位,営 利偏重の弊の除去,国 家的立場に立 った生産増強,
産業別 ・業種別団体の公益性の育成,そ の首脳部による経営指導機能の強化
など,い ずれの原則 もナチス ・ドイツの経済政策思想と大きく重複するもの
であった㈹。
② 重要産業懇談会書記長 ・帆足計のナチス ・ドイツ認識
量産懇のこの方針は,そ の後の財界の動向に重要な影響を与えることにな
るが,こ の 「民間経済新体制要綱(参 考案)」 の原案を作成 したのが書記長
帆足計であった。彼は,量 産懇の後続 ・重要産業統制団体協議会でも書記長
として活躍す るのであるが,そ の彼が,1941年 に公 にした 自著 においてそ




安直な導入を批判するのであるが,し か し同時に 「ナチス ・ドイツの統制経




のそれと,民 間創意を活用 した企業側の責任と組織的強力にもとつく方法 と
を区別 し,後 者を欧米型とし,と くにナチスがこの方式を戦時産業動員のた
めに最 もよく活用していると評価す る。帆足はこの統制方式が ドイツでは
「計画経済」と区別 して 「経済指導」 〔Wirtschaftslenkung〕 と呼ばれてい
ることを重視 して,そ の意味を次のように説明する。ナチスのいう 「経済指
導」の意味は,自 由経済の長所である個人の創意,実 業家の工夫心,発 明心
を極度に活用し,み だ りに官庁が これに干渉を加えることな く,政 府は大局
的見地から国民経済を合理的な軌道に向けて指導 してゆこうとするものであ
る。ナチスが 「計画経済」 という言葉を避 けているのは,「 計画経済」 が
「赤」であるというような単純な理由からではない。それは 「計画経済」 と
いう言葉が,ド イツでは,ナ チスの政敵 ・社会民主党が好んで使用 したとい
う伝統があり,ま たこの用語が官庁の机上プランを民間に押 しつけるといっ




き方針」を規定 したものであり,と くに統制方式の原則 として,第 一 の民有
官営的方式でな く,第 二の方法,即 ち民間の創意を尊重 しその協力の下にや
ってゆ く方式を採ることを明 らかにした鮎において,ま さに 「画期的」なも
のである,と 。
ナチズムを個人的創意重視の統制経済とする帆足の理解は,一 方では公益
優先原則を承認 しつつ,他 方では国家的官僚的な統制に対 して企業側の自主
的活動の最大限の余地を求める先の財界の民間経済新体制要綱案の観点に符
合する。ナチス ・ドイツの経済政策思想は,先 に見たように個人的なイニシャ








の指導者原理が必要となる。 この点に関 して帆足は,そ の重要性を認識 しつ
つ,こ れを国家的統制の側面から捉えるのではな く,逆 にそれがもた らす





創意を尊重 してその指導に委ね,同 時に必要に して適切なる権限をこれに付
与 し,さ らにそれについての責任の帰属を明にすること,こ のやうな諸要因
を加味することによって,や や もすれば統制経済の陥りがちな官僚化の弊を
防止 しようといふのが 『指導者原理』の狙ひどころなのである。」
一方で個人(企 業 ・経営)の 創意 ・責任を重視 しつつ,他 方で資材 ・労働
力の国家的な重点的配分をめざす統制を担 うためには,指 導者 となる実業家




うに主張する。そ して彼がこのようなナチス ・ドイツ認識と,そ れにもとつ
く財界的なナチス的政策の受容の拠 り所とした ものが,「 ドイツ経済統制の









ナチズムの受容に際 しては,ナ チズムの単なる 「模倣」ではな く,ナ チス ・
ドイツとは異なる日本の特殊性を考慮すべきことを繰 り返えし説いた。 日本
の重化学工業の後進性の問題がそれである。すなわち,ド イツの重化学工業
はカルテル組織,技 術的水準の点で先進的であり,国 民経済が全体 として高






はな く,す でに多 くの論者 によって指摘されて来たことであった。革新官僚 ・
美濃部洋次 も先の論文 「工業政策の 日本的転換」の中で日本における重化学
工業の発展の遅れ,軽 工業の比重の高さを強調 していた。美濃部はまさにそ
のような後進性の故に国家的な統制政策の必要性とそれにもとつ く工業の構
成的変革の不可避性とを強調 したのであったが,帆 足は同 じ問題を財界の自
主性と主導性の必要性に結びつけ,そ の立場を堅持しつつ国家的統制に 「協
力」するという方式を もって対応 したのである。ナチス ・ドイツの経済政策







財界は以上のようにカルテル的な 「自治統制」の観点を維持 しつつ,し か




日本経済連盟会 は,経 済統制に関する検討 を開始 して間 もない1940年3
月に,来 日中の ドイツ全国商業団体貿易部指導者,エ ・ヘルフ〔エ〕リッヒを
招き講演会を開催する。このEmilHelfferichは アジアを中心に活動す るハ
ムブルク出身の経済人で,日 独間の関係強化のために ドイツ政府が派遣 した
人物であった。講演の演題は帆足が注目した 「独逸における経済指導 と能率
増進」であった㈹。講演の中でヘルフ〔エ〕リッヒはナチス ・ドイツ式の新し
い経済形式が非個人的 ・官僚的な計画経済 と区別 される 「経済指導」〔Wirt-
schaftslenkung〕 であることを強調する。それは人間の個性を尊重 し,所




のイニシアティブ,個 人の責任,意 思等,も っと端的に申しますれば 「能力』
は之を要求す るものなのであります。 この観念は一見矛盾するやうに思はれ
るか も知れませんが,決 して矛盾ではありません。而 して我々が独逸の新経
済形式に於て樹立した大きな使命は,経 済指導と能力の増進 とを如何にして
調和 し統合するかと言ふ問題でありました。我々の見る所では,経 済指導な





さらに産業経済の組織化に関 して詳 しく説明 した同人は,公 法人と私法団
体の各特質を統合 したナチス ・ドイツ独自の経済団体組織の課題の二重性に
ついて解説する。つまりその一つは 「産業経済の自治機関」 という側面で,
他は 「国策遂行の為の制度」の面であって,そ れぞれが国家と経済,経 済と
国家 との間の橋わた しを行う役割を担っている。それは経済に関する国家の
法律や命令の実行者であり,経 済の自治の範囲内で自己のイニシャチヴを発
展 させ,そ の成員に対 して指示 ・命令する権限をもっている。 この二元的な
側面がまさにこの組織の特質であって,そ れによって官僚的な干渉か ら自立
的し,自 己の責任において生産活動をなす領域が確保される。これは ドイツ




種の感銘 と示唆を与へた」 ように思われた㈹。事実,企 業家の創意と責任を




本経済連盟会は来 日中のナチス党組織部長(ク ラウス ・ゼルツネル)と 訓練
部長(オ ットー ・ゴーデス)と を招き ドイツの事情について質 し,説 明を受
けた。その説明の内容は 「時局柄我国にとり意義深き示唆を含む」ものであっ
た。当日その会合には駐日 ドイツ大使,鉄 道 ・厚生各大臣,企 画院総裁(星
野直樹),大 使館商務参事官(長 井亜歴山)が 来賓 として出席 し,日 本経済








　 ロ 　 　 　 　 　
るが,そ れに二つの流がある。一つの流は仮にこれをソヴイエツ ト型 と申 し
ませ うか,詰 り政府が全部を管理する。一つは個人がイニ シヤテイヴを取っ
て,さ うして専 ら産業者に仕事をやらせて政府は単に監督に止める。あとは
　 　 　 　
個人の創意 に委 せ る。 それをナチス式 と申 しませ うか。ナ チスに して も,そ
れか らファッ ショに して も略同 じことであ りま して,私 が 曽て聞 いて居 るの
　 コ 　 ロ 　 　 　 　 の ロ 　 　 　 　 　 　 　 コ リ 　 　 　 　 　 　
に,第 一 に私有財産 といふ ものを認 め る。 第二 に個 人のイニ.シヤテ イヴとい
コ 　 　 の 　 ロ 　 　 コ コ リ 　 　 　 コ ロ ロ の 　 　 ロ
ふものを認める。それから第三にはソヴイエツトの思想に反対する。 このや
うに聞いて居る。而 して ドイツに於ても今お話のやうに,1933年 にナチス
が政権を取ってからこれによって総ての計画を立てて行かれたのであるが,
やはり或 る時期に於ては社会主義といふものが入 り込んで,そ の為めに大分
悩まされたやうに聞いて居るのですが,そ の時の状況はどうであったか,そ
れからそれに対 してどういふ処置を執 られたか,こ れをまつ第一に御質問申
上げたい。」(傍 点は引用者)
これに対 して ドイツ側(ゼ ルツネル)は 回答する。「実 は非常に意外 なこ




も自由主義経済的に考へられる方 々にはさういふやうに感 じられたか も知れ
ませんが,社 会主義的といふやうな傾向は少 しも執ったことはありません。
例へば,10万 馬克以上の収入に対 して5割 以上の所得税を課す るとか,或
98(98)
日本における 「経済新体制」問題とナチス経済思想
は8分 以上の配当に対 して公債に振替へ る,或 は利潤の一部分を工場設備改
良費に向けしめるとかいふやうな政府の方策は,公 益の為めにする利潤の自




財界は上述 したように,1940年 の夏 に 「民間経済新体制要綱(参 考案)」
を作成 し,さ らに経済新体制問題が大詰めを迎えた12月,著 名な7経 済団
体の 「経済新体制に関する意見書」を政府に提出した。続いて経済新体制確
立要綱の閣議決定の後,41年1月,「 経済新体制実施に関する意見書」 を作
成 し,同 じく諸団体共同 して政府に建議 した。民間経済人が自家総力戦 に即
応 して 「政府指導」の下に 「自発的に体制を整へ」ることの必要性を認識 し,
「官民一体」の対応を強調する 「経済新体制実施に関する意見書」 は,日 本
独自の 「経済道」の尊重,「民営 自主」,「生産拡充」を目標 に掲 げる。 この
「意見書」は,高 度国防国家の建設のための経済人の 「職分奉公」 は何 よ り
も生産拡充にあるとし,生 産拡充のためには 「利潤」 こそが 「国家生産力構
成の要素」であること,従 って 「適正利潤」の考えは認めるが,生 産拡充資
金の 自己調達,戦 時企業の危険性,新 規事業育成に伴 う冒険性,戦 後におけ
る対外競争力の蓄積,な どを考慮 して,そ の幅については高度の弾力性が必
要であることを強調 した。そ してその際引合い出されたのがナチス 。ドイツ
の事例,つ まり 「最近独逸が企業利潤に対 して施設する所」であった㈹。ナ







解 し,そ れを積極的に評価した。彼 らはこれまでナチズムが同時に 「反資本




は生産力拡充の国家的要請の重要性 とそれへの協力の必要性を認識 し,そ れ
を企業の営利活動の確保と拡大に結びつけた。経済人による創意と責任,企








同時に財界側の 「意見書」が企画院案批判の根拠 として提示 したナチス ・ド
イツの 「模範」を利用 して,こ れを自らの立場に引き寄せ,そ れを公益優先
重視の立場の主張に結びつけた。革新官僚と財界 との 「対立」は,そ もそも,
本質的な対立ではなかったのである。それはより多くの官僚的統制か,よ り
多 くの民間自主かの違いでしかなかった。両者は実質上基本的な点において
共通 し,両 者の 「妥協」はそれを土台にする限りすでに準備されていたので
ある。





両者の間の 「対立」面は,こ のナチス ・ドイツのモデルのどの側面により多
くのウェイ トを置 くかの問題で しがなかった。ナチス ・ドイツの政策 ・経済
思想は,先 にみたようにそもそも多様な,相 互に対立する側面 と方向性をそ
のうちに包摂 しており,異 なった方向性の対立と調整はまさにナチス ・ドイ
ツの経済体制が示す現実の姿そのものであった。そめようなナチス体制の現
実に照合させるならば,日 本の革新官僚と財界との対立と妥協はナチス ・ド
イツにおけるナチス権力 と経済界との対立と妥協とに相応 し,フ ァシズムと
してのナチス体制 と共通する特性を備えていたということができるのである。
6.指 導者原理 ・公益優先原則 と日本的伝統主義 ・
天皇制イデオ ロギー との結合
戦時経済体制の確立のための生産力拡充と経済動員は,公 益優先原則と民
営 自主原則 とにもとづいて 「官民協力」の形をとってなされねばならない。
経済新体制においてそれは何よりも経済団体の編成,統 制会を通 じて実現 さ
れる。国家的な公益優先原理と経済界の民営自主の原則 とは,統 制的団体 に
おける指導者原理(フ ユーラー ・プリンチプ)に よって媒介 され,結 合 され
る。いわゆる 「上意下達」 と 「下意上達」の原理がそれである。その際の問
題は,① 指導者たる地位にあるものが経済界の利益を考慮 しつつ公益優先を
自覚 し,指 導能力をどこまで発揮できるか,ま た②国家的(公 益的)な 方向
性を各組織の指導者に対 して強制 し現実化する権力的 ・指導的な機構がどの
程度整備されているか,こ の二点である。ナチス ・ドイツにおいては指導者
原理は,Fahrerた るヒ トラーを頂点にする独裁的な権力体制の下で,ナ チ
ス党 ・ナチス党員を中心にして担われていたが,そ のような強力な独裁者 ・
党による独裁的体制を欠如する日本では権力的な指導体制が弱体であ り,ま





占めてみるばかりでな く,思 想的にも見識に於ても実力に於ても,フ ユーラー
の資格を備へてるなければならぬと思ふ。 それが官界に於ても民間に於ても,
斯 ういふ過渡的な時代に於て鉄けてるるのちやないかと思ふ」 と。美濃部 も
それに同意 し,「 ドイツが一番フユーラーシステムとして確立 してみる」 と
指摘 し,日 本が ドイツと異なっていることを確認する。
同じ頃 『改造 ・時局版14』 は,美 濃部洋次 と小畑忠良 ・小島精一 ・金原
賢之助(慶 慮義塾大学)の 四者の座談会 「経済新体制の実体」を掲載 してい
る。そ こでも冒頭にこの指導者問題が論ぜられ,「 ドイツの場合 には,ナ チ
ス党的な勢力がそこに働いてみるから,指 導者 もや りいいが,日 本の場合に
はそれがない」 と小島精一が指摘.したのに対 して美濃部洋次は次のように答
えている(83)。
「今仰 しやるやうに,ド イツにはナチといふ一つの力があって,そ れによ
って之を推進 して行ったのですけれども,日 本にはさういふ ものはない。 し
か し,日 本にはそれに代 るものとして,と にか く国の為めに壷す一 といふ観
念は何処の国よりも劣らぬと謂はれてるる。それによって職域奉公,一 億一












同 じように 「日本の国民精神」に注 目する。小島精一 も小畑の意見に同意す
る。「此際殊に財界の指導者にたい して,さ ういふ精神をウンと吹き込むこ
とが必要ですね。 ドイツなどは,曲 りなりにも,ナ チスがああいふ風 に吹き
込んで以来,何 年経つたか,さ ういふ気持ちになるのですね。 日本はそれが
まだ非常に鉄けてるますか らね。」





ると認め,そ れに代位するもの,あ るいはそれを補完するものとして,日 本
的な伝統的精神に期待 したのである。「職域奉公」・「一億一心」 の要請 はこ
こでは政府から統制的団体→経済人に対 して向けられている。 「職域奉公」
の精神は,「奉公」の目標としての 「皇国」の観念 と,従 って天皇制(国 体)
の意識 と結びついている。
日本 におけるF廿hrerprinzipの 欠如を問題 にする柏原兵太郎に対 して美
濃部洋次は 「紀元2600年 」の式典奉祝会の催 しの例を出 して次のよ うに語
る㈹。「それで,両 陛下がお出でになって,ま あ場所は遠 く離れて居 りまず
けれども陛下の御前で御一緒 に物を食べ物を飲みました。あの時に相当年を
取った実業家の方々を初め若い人 々我々も涙を流 しました。それから高松の
宮様が吾々臣下を代表 して陛下の御前で祝辞を述べ られた,あ の時の気持ち
を皆忘れずにスター トし直 したらよいと思ふ。僕はあれが一つの転機 として
皆 さんがあの時に感 じられた,あ の気持ちで 日本といふ ものを見詰めて戴い
たらもう斯 ういふことは心配は要 らないと思ひます。さういふ意味で僕はあ













彼はそれを 「公私一如」とし,そ れこそが 「日本古来の姿」であると強調 し
た㈹。彼はいう。「上に万世一系の天皇を戴き奉 り,義 は君臣に して情は父
子,而 も純潔なる大和民族を以て形成せ られたる我が皇国こそ独逸羨望の的
であり,ヒ ッ トラーの理想であっ友。」
美濃部はこのような 「天皇」・「皇国」の伝統的な観念を 「皇道主劃 とし,
それを 「公私一如」=公益優先原則 に意図的に結びつけた。「皇道主義」とそ
れにもとつ く大政翼賛 ・臣道実践 ・職分奉公こそ,'A.マ ーシャルの 「経済
騎士道」に対応する日本的な 「新 しき経済道」であると説 くのである。こう
してナチス的な指導者原理 ・公益優先原則は日本的な伝統主義観念と天皇制
イデオロギーと結合 し,補 完 し合う関係におかれる。
以上のように日本的な伝統主義的観念 とそれを土台とする皇国 ・天皇理念
は,革 新官僚によって,ナ チス的な指導者原理 ・公益優先原則を補い,強 化
する要素として積極的に評価され,そ れに意識的に接合された。両者は経済






は,ま さに,笠 信太郎 らによる経済機構の改革の構想に対置 される財界の最
大の主張だったのである。現状の改造ではなく,伝 統的な構造と結びついた
「良習美風」の維持 と育成が,財 界の 「新体制」論の土台を形づ くっていた。
「国民をして安んじて職分奉公の誠を端すこと」 伝統的な 「良習美風」に




者による国家的な 「奉公」 と,企 業家が雇用する勤労者,労 働者による 「報
国」,「皇国」への奉仕を意味する。財界における日本的伝統の重視 と 「職分
奉公」の観念は,こ の日本産業報国会の精神運動にバ ック ・アップされてお
り,そ れによって皇国観念に結びつけられた。「職分奉公」 は企業家 ・経済
人の皇国への 「奉公」であり,企 業の 「事業一家」 に編成 された労働者の





財界代表 として首相に会い,「意見書」を提出す る伍堂卓雄 の考 えはまさに
このことを示 していた。彼は上述 したように,早 くか らナチス式の統制経済
体制に注目し,日 本での経済団体の統合=組 織化を構想 した人物であったが,
その彼が文部省教学局で行った講演 「時局と産業人」は(87),日本 と共通する









あとナチス ・ドイツのアルバイ ト・フロン ト 〔労働戦線〕 の指揮官,ラ イ
(ト)博 士 〔RebertLey〕 が自分に語 ったというその文言を引用する。
「あなたは今 日ドイツのアルバイ ト・フロントの組織 を研究 に来 られた さ
うだけれども,日 本に何故その必要がある。日本は非常時に於ては如何なる
階級の者 も,如 何なる職業の者でも,直 ちに団結一致 し得る国民である。皇
室を中心 として実に得難い家族主義の国家である。 ドイツは民族 こそ一つで
あるけれども,過 去における思想,宗 教等に相違があったが為に,彼 等を統
一する為にか くの如き彪大な機関を設け多額の費用を使って居る。悔に日本
は羨 しい。 自分は1940年 東京で行はるるオ リムピック大会に多数 の会員を
引率 して行 くことになって居るが,単 に競技を見に行 くことが目的でない。
その機会に日本の国民精神を研究 して見たいのだ。」一 伍堂は続ける。 ドイ
ツの指導者はこのように今日の所謂全体主義が,日 本精神を真似ているといっ
ているのである。 日本はすでに2600年 来の建国精神を持ってお り,こ れま・
でも国家の危急に際 してこの魂が発露されてきたことは歴史の示す所である。
今 日求められているのは,個 人の自発だけでなく,そ れを集結 し,組 織化す
ることである。つまり 「老幼男女,各 層各級の人をして分に応 じて祖国の急
に寄与せ しむること」である。「殊に産業人(中 略)は 東亜の新秩序建設に
重大なる位置を占めて居るのでありますか ら,自 ら国民の先頭に立って始め






義をつ くり出しており,ド イツの全体主義=ナ チズムにとっては,日 本のそ
れこそが模範になっていると説 く。伍堂のこの言葉は,「公私一如」 の 「日
本古来の姿」,皇 国思想を重視 し,「我が皇国こそ独逸羨望の的であり,ヒ ッ
トラーの理想であった」 と語 る美濃部洋次の考え方と見事に符合する。伝統
的な日本精神,皇 国精神こそがナチス ・ドイツの模範 となっているのだ,と
いう神話が財界 と革新官僚の双方の代表者から強調されていることに注意 し
なければならない。そこには日本がナチス ・ドイツと全体主義において共通
するという理解 と,同 時に日本の全体主義がナチス ・ドイツと異なる特殊性
を有 しており,そ れが日本の全体主義を支え,そ れを一層強固たらしめる要
因であるという認識が存在する。問題は日本が本当にナチスのモデルになっ
ているのか否かの真疑ではな く,そ のような神話の示唆を通 じて日本精神,
皇国観念を強調 し,そ れによって国民を精神的に鼓舞 し,動 員することであっ
た。上の神話はナチス的な独裁体制を欠 く日本的な全体主義を一層強化する
ために意図的に強調されたのである㈹。 日本的伝統主義的経済観と天皇制イ
デオロギーの重視は,革 新官僚 と財界とに共通 し,官 民協力体制を支え両者
を結合 させる連結器の役割を果 したのである。その特質は,ナ チス的な公益
優先原則 ・指導者原理 ・民営自主原則 と一体となって,`日本的な総力戦準備 ・
戦時経済体制の天皇制的全体主義の特徴を構成することになった。








体系性や理論を欠いており,そ の内容も恐ろ しく雑多でまとまりがな く,ま
たさまざまな形で矛盾を含んでいた。人種主義,反 ユダヤ主義,反 マルクス
主義,反 自由主義,公 益優先原則,指 導者原理,生 存圏思想,軍 備拡充 ・国
防経済思想,ア ウタルキー的広域経済圏思想,職 業階層制,中 間層維持政策,
農民保護,金 融資本批判(利 子隷属制打破),経 営協同体思想,職 業労働 ・
専門的労働重視,業 績主義,等 々がそれである。それらの考え方,イ デオ ロ
ギーの多 くが,同 時代の日本においてさまざまな形で問題にされ,あ るいは
批判され,あ るいは肯定的に評価され,そ して修正 されて受容された(89)。
日中戦争開始期から経済新体制期にいたる時期の日本でとくに注目された
ナチス的な政策思想は,四 カ年計画(1936年)・ 軍備拡充 と結びついた原料
自給の重化学工業化の構想,す なわちアウタルキー的広域経済圏思想と,そ
のような総力戦準備のための国防経済論,及 びそれを支えるナチス型の統制
経済体制の方式であった。 日中戦争の長期化に対応 し,ま た全体戦争への準
備を整える日本の戦時的統制経済にとって,生 産手段の国有化による国営企
業や協同組合的経営を土台にした社会主義的なソ連型方式は模範たりえず,
資本主義体制 に基 くナチス型の全体主義的な統制経済体制こそが最 も身近か
なモデルとなることができた。
企画院 ・革新官僚はこの観点からナチス的な経済思想における公益優先原
則 ・指導者原理 に注目する。「公益は私益に優先す る」 はナチズムの最 も重
要な原則であり,そ れは私的な利益に対 して民族的全体的利益の実現を優先
する全体主義の根本思想をなすものであった。 しか しこの原則は私的な経済







も受け止められていた。 しか し新体制を構想する革新官僚は,こ のような利
子隷属制打破に結びつ く観点を全面的に排除 し,前 者の立場を選択する。す
なわち資本主義的企業による利潤追求を容認 し,そ れを国家的に活用 し統制
するという方式である。それはナチス ・ドイツの当時の経済体制にまさに対
応する様式であった。企画院 ・革新官僚の思想的立場は,こ れまで しばしば
笠信太郎らの昭和研究会の思想と重ねられて,あ るいはナチズムの 「民族社
会主義的」な側面に結びつけられて,「反資本主義的」ない し 「国家社会主
義的」として理解されてきた。 この理解は,事 実上,笠 ら昭和研究会の国民




安藤良雄氏をは じめとする通説のように 「反資本主義的」 としたり 「国家社
会主義的」 とすることはできないと考える。当然のことであるが,営 利活動
を是認 し 「官民協力」を強調する革新官僚の統制的立場を,社 会主義的な






経済活動の国家的統制の強化に反撮 し,カ ルテル的な 「自治統制」を追求
してきた財界は,戦 時経済体制への移行の中で,統 制に対する経済界の利害
に立った対応の方式を企画するにいたる。そこでもナチス ・ドイツがモデル




業 自治の原則を積極的に評価 し,そ れを官僚的統制の強化,官 僚的な経済新
体制構想に対する抵抗の原理とした。民営方式,企 業利潤の是認,企 業者の
創意 と責任,自 主的運営原則,そ れを前提にした重要産業を軸 とした部門別
の経済団体の編成替がそれであり,こ れらの観点の定式化に際 して,財 界が




と財界の立場 とは以上のように基本的な点において一致 しており,そ の対立
はより多 くの国家的統制か,よ り多 くの企業 自主かの違いで しかなかった。
日中戦争以降の国家的な経済統制の強化,す なわち 「官治統制」の方向に反
撰 してきた財界は,カ ルテル的な自主的組織にもとつ く対応,す なわち 「自
治統制」の立場を維持 しつつ,し かも今や国家的管理機構に協力的に参加す
る方式に転換 したのである。こうして官僚による 「官民協力」の方式と民間









であり,そ の対立は相対的であって,そ こには両者の妥協 と結合を可能にす
る共通の前提が存在 していた。経済新体制をめ ぐる革新官僚 ・軍部 と財界 と
の間の 「対立」 と 「妥協」の推移の中に,安 藤良雄氏は 「日本 ファシズムの
110(110)
日本における 「経済新体制」問題とナチス経済思想
・特徴が,集 中的に表現されている」 と指摘 したが,軍 ・官僚的な 「官治統制」
の方向と財界的な 「自治統制」の方向との対立,両 者の妥協としての 「協力
統制」・「協働統制」(す なわち 「官民協力」体制)の 確立 は,安 藤氏の主張
するように 「日本的」であると同時に,氏 の考える以上に 「ナチス ・ドイツ
的」な共通性を含んでいたということもできる(go)。そのような帰結としての
経済新体制確立要綱は,安 藤氏の指摘の通 り,両 者の対立の 「妥協的産物」
として確かに単なる 「抽象的作文」という側面があったとしても,し か し同
時に 「対立」を経過 した 「結合」の 「産物」 として,そ の文言の一つ一つに
資本主義経済を前提にした日本的な戦時経済体制=国 防経済体制の編成原理










自主的原則を土台 として企業体制,そ の団体的組織を通 じて実現される。そ
の際国家的要請を公益優先原則にもとづいて企業活動に指示する方式が指導
者原理であった。フユーラー ・プ リンテープと日本語化されたこの指導者原







一億一心,公 私一如の倫理 と皇道主義の理念がそれである。 こうしてナチス
的な公益優先原則と指導者原理が日本的な国体イデオロギー,伝 統主義的な
観念や倫理 と結合し,補 完し合う関係がつ くり出される。






れらは官僚(軍)と 財界とに共通 し,官 民協力方式 と一体となって両者を統
合する原理を構成することになる。「か くて新体制,そ して 日本のファシズ
コ 　
ムは,国 体すなわち天皇制と資本主義(と りわけ日本資本主義)の その本質,
と くにその痛点にはいささか もふれないワク内のものに終わったのである。」
と安藤良雄氏は述べたが,そ れは氏の誤解であった。経済新体制は,む しろ
国体;天 皇制と日本資本主義の本質と特殊性 とを十分に認識 し,国 民の 「痛
点」を熟知 して,そ れ らを自覚的に利用 し,補 完的に統合 して,日 本的全体・
主義の構成的原理とする巧みな構想であったのである。
《注 》
(1)中 村 隆 英 ・原 朗 「「経 済 新 体 制 』」 「年 報 政 治学1972年 ・「近 衛 新 体 制 」 の 研
究 』 岩 波 書 店1973年,71頁 以 下 。
(2)同 上72頁 。
(3)安 藤 良 雄 著 「現 代 日本 経 済 史 入 門」 日本 評論 社,1963年,1980年(12刷),
253頁 以 下 。
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利 と と もに 『社 会 主 義」 と は結 局 の と こ ろ,職 能 別利 益 の保護 の ことで はな く一
ナ チ ス流 に い え ば一 『公 益 は 私 益 に優 先 す る』 と い う原 則 の確 立 の こ と だ と 強
弁 さ れ る よ うに な るか らで あ る。 そ して そ の場 合 何 が 「公 益 』 で あ る か を 決 め
る の は,フ ァ シス ト指 導 部 な ら び に それ と 同盟 した既 成 支 配 層 の な か の最 反 動
派 な の で あ る。」1山 口定 著 「フ ァ シ ズ ム』 有 斐 閣,1979年,1983年(9刷),
150頁 。 山 口氏 は この よ う に公 益 優 先 原 則 が権 力 掌 握 後 の ナ チ ス体 制 の 下 で 一
定 の イ デ オ ロギ ー 的 な 役 割 を演 じた こ と を示 唆 して い る が,し か し具 体 的 な 内
容 に つ い て は説 明 が な い 。 ナ チ ス思 想 に 関 す る他 の 代 表 的 な 研 究 も ナ チ ス の
「至 上 命 令」 と され る こ の原 則 につ い て の説 明 は全 体 と して手 薄 で あ る。 た と
え ば 中 村幹 雄 著 『ナ チ 党 の 思 想 と運 動 』 名 古 屋 大 学 出 版 会,1990年,宮 田 光
雄i著 「ナ チ ・ ドイ ツの 精 神 構 造 』 岩 波 書 店,1991年 。'
(24)P.Hilland,DieNeuordnungdergewerblichenWirtschaft,in:Otto
M6nckmeier(Hrsg.),JahrbuchdernationalsozialistischenWirtschaft,
Stuttgart-Berlin1935,S.119.同Jahrbuchl937年版 で は う イ ヒ経 済 省 参 事 官
長E.バ ル ト(EberhartBarth)が 公 益 優 先 原 則 を第 三 帝 国 の 全 経 済 政 策 の 基




近 のH.H.ラ ム マ ー ス と 内務 省W.ブ リ ッ クの次 官H.プ フ ン トナ ー に よ って 編
纂 され た3巻 本 の この 膨 大 な書 物 は,後 述 す るよ うに 日本 で も国 家 的 な 事 業 の
形 を と って 訳 出 され,『 新 独 逸 国家 大 系』(日 本評 論 社,1939年)の 書 名 で 刊








(27)指 導 者 国 家 に つ い て は,OttoKoellreutter,DieAufbaudesdeutschen
FUhrerstaates,in:Grundlagen,Bd.,1,Gruppe,16,邦訳,第3巻,和 田小
次郎 訳,参 照 。 山 口,前 掲 書,70頁 以 下,158頁 以 下,鈴 木 幸 寿 「ナ チ ス 指導
者 国 家 の構 造 と党 の 機能 」 浅 沼 和 典 ・河 原 宏 ・柴 田 敏 夫 編 「比 較 フ ァ シズ ム研




S.35f.,訳(小 林 良 正),77頁 以 下 。
(31)我 妻 栄 「ナ チ ス の所 有 権 理 論 」 『牧 野 先 生 還 暦 祝 賀 論 文 集 』(有 斐 閣,1938
年),同 署 『民 法 研 究1」(同,1966年)所収 。前 掲 拙 稿,63頁 以 下 も参 照 。A.
シ ュバ イ ツ ァ ー は,「 この い わ ゆ る指 導 者 ・従 者 原 理 は わ れ わ れ に は封 建 的 の
よ う に み る が,し か し現 代 の資 本 主 義 的企 業 の 中 で 機 能 し た」 と述 べ る 。Ar-
thurSchweitzer,BigBusinessintheThirdReich,Bloomington,1964,e.pr.
1965,pp.369.cfDavidSchoenbaum,Hitler'sSocialRevolution,London,
1966,p.91,p.132,大 島通 義 ・大 島か お り訳(而 立 社,1978年)117,158頁。
またRobertA.Brady,TheSpiritandStructureofGermanFascism.1937.
reprint(NewYork,1969)chap.'14(日本 青 年 外 交 協 会 研 究 部 に よ り邦 訳 さ
れ,同 協 会 出 版 部 か ら1939年 に出 版 され て い る。)な お,山 口,前 掲 書,151
頁以 下 の 指 摘 は重 要 で あ る。 企 業 にお け るFUhrerに 関 す る同 時 代 経 営 学 者 の




(32)森 戸,同 上,序,12頁 以 下。
(33)安 田浩 氏 は この 時 期 の 日本 の新 しい 労 働 体 制 の 構 想 につ い て次 の よ う に述 べ
て い る。 「そ の構 想 は,日 本 主 義 イ デ オ ロギ ー に 基 づ きな が ら,ド イ ツ ・ナ チ
ズ ム,イ タ リア ・フ ァシ ズ ム の労 働 組織 を モ デ ル と して い た点 で,国 家 社 会 主
義 的,フ ァ シズ ム労 働 組 織 の 構想 とす る こ とが で き る。」 同 「官 僚 と 労 働 者 問
題 一 産 業 報 国会 体 制 論 一 」 東 京大 学社 会 科 学研 究所 編 『現 代 日本 社 会4』 東 京
大 学 出版 会,1991年,1994年(4刷),360頁。
(34)H.Reischle,DerReichsnahrstandundseineMarktordnung,in:Grund-




(36)山 口,前 掲 書,158頁 以 下 を も参 照 。 ナ チ ス経 済 思 想 を 特 徴 づ け る こ の 二 元
性 は これ ま で必 ず し も明確 に認 識 され て こな か っ た。 た と え ばD.シ ェ ン ボ ー
ム は ナ チ ス の経 済 政 策 思 想 を 経 済 の 「全 面 的 な統 制 」,組 織 化 ・計 画 化 の 方 向
で捉 え,1933年 か ら39年 まで の ナ チ ス ・ ドイ ツ の 経 済 を,そ の 「要 請 」 と
「実践 」 との 「乖 離」 の典 型 と して 理 解 し,こ の 時期 の ドイ ツ を 「見 か け は 資
本 主 義 経 済 」 だ が 「非 資 本 主 義 的 」,さ らに 「反 資 本 主 義 的」.に 運 営 さ れ た事
例 と して捉 え る。 ナ チ ズ ム に お け る 「資 本 主 義 的 」 な方 向性 は考 慮 さ れ ず,そ
の た め に そ れ が 「見 か け 」 とな り,「 乖 離 」 と して しか 映 じな い こ と に な る 。
ナ チ ズ ム を 「反 資本 主 義 的」 とす る多 くの 研 究 に共 通 す る 問題 性 と い え よ う。
こ れ に対 して ナ チ ズ ム の 資本 主 義 的 性 格 を 強 調 す る見 解,あ る い は 「反 資本 主
義 的 」 か ら 「資 本 主 義 的」 へ の転 換 を 重 視 す る多 くの研 究 は,公 益 優 先 原 則 が
もつ 意 義 を あ ま り重 視 しな い か 全 く無 視 を す る。 た とえ ば塚 本 健 著 『ナ チ ス経
済 』 東 京 大 学 出版 会,1964年,最 近 で は,西 牟 田祐 二 著 「ナ チ ズ ム と 自動 車
工 業 』 有 斐 閣,1999年 。 他 方,こ の二 元 性 は ナ チズ ム の 「あ い ま い さ 」・「不
明確 さ」 と して 捉 え られ る。 た とえ ば経 済 史 家W.フ ィ ッ シ ャー の 『ドイ ツ 経
済 政 策 史 研 究(1918-1945)』 は,シ ェー ンボ ウム と異 な り,ナ チ スの 経 済 思 想
に つ いて も っぱ らその 貧 弱 さ,あ い ま い さ を 強調 し,一 般 的 利 益 や全 体 的 枠 組
の 重 視 と い うナ チ ス的 な観 念 が そ もそ も著 し く明 確 さを 欠 いて い た と指 摘 して
い る。 しか し,フ ィ ッシ ャー は単 に そ れ だ け の指 摘 に止 ま って お り,そ の あ い
ま い さが そ の 中 に含 む 独 自 な意 味,多 義 的 な るが故 に か え って 一 定 の 効 用 を有
し,現 実 の 中 で 利 用 さ れ る に い た っ た こ と の 重 要 性 に 気 が つ い て い な い。
WolframFischer,DeutscheWirtschaftspolitik1918-1945,0pladen1968,
S.52,加 藤 栄 一 訳(み す ず書 房,1982年),72頁 。 な お,ナ チ ズ ム に お け る 利





(37)前 掲 予 定 拙 稿 「日中戦 争 開 始 期 日本 にお け る ナ チ ス経 済 政 策 思 想 の 受 容」
(38)原 本 は,経 済省 外 国 為 替 管理 局 長 で 日独 貿 易協 定 にお け る ドイツ側代 表 で あ っ
た ヴ ォル タ ー ト(HermuthWohltat)がドイ ツ駐 在 商 務 書 記 官 長 井 亜 歴 山 に
推 薦 し,1938年 秋 渡 独 した貴 族 院 議 員 安 場 保 健(男 爵)・ 同後 藤 一 蔵(伯 爵)`
が帰 国 に際 して もた ら した もの とい わ れ る。 同 『大 系 』 月 報(『 新 独 逸 』)第2
号 。 翻 訳 事 業 は1938年 に始 ま り,39年 か ら41年 に そ の 成 果 が 出 版 さ れ た 。




出版 に関与 した美作太郎が,戦 後,池 島信平との対談の中で興味深い証言を行っ
ている。毎日新聞社編 「昭和思想史への証言』毎 日新聞社,1972年,291頁 以
下。当時の平野 らの状況に関連 して,と くに杉山光信著 『戦後 日本の 〈市民社
会〉』みすず書房,2001年,1「 日本社会科学の世界認識」をも参照。
(39)当 時 ドイツではこの文書は数輩ないし各章ごとに仮綴分冊で配布され,購 入
者が3巻 分をバウンド式綴じ挟みで刊行順に自ら製本 した。従 って通 し頁はな
い。第1巻 の冒頭には本書の学習の指針が付されている。
(40)前 掲拙稿 「戦前 日本におけるナチス経済思想の分析」参照。




場合,同 署 『所有権法の理論』(岩 波書店,1949年)「 はしがき」,同 新版(同,
1987年,1992年)「 あとがき」を参照。なお,杉 山,前 掲書,1,参 照。
(42)『 大系』第一巻。伍堂に関連 して松浦正孝著 『日中戦争期 における経済と政
治』東京大学出版会,1995年,181頁,同 署 『財界の政治経済史』 同,2002
年,106,207各 頁をも参照。
(43)資 源局時代 ・その後の松井春生とその統制経済論 ・経済参謀本部論について
は,伊 藤隆 「『国是』と 『国策』・『統制』・『計画」」『日本経済史6・ 二重構造』
(中村隆英 ・尾高燈之助編)岩 波書店,1989年,338頁,349頁 以下,御 厨貴
著 『政策の綜合と権力』東京大学出版会,1996年,1,参 照。
(44)「 大系』第9巻 「『経済篇』に序す」参照。
(45)昭 和研究会 『民間経済中枢機関試案」1937年12月 。このように昭和研究会
はナチス的な立場と自らを区別 し,そ れに対抗する構想を打ち出そうとしてい
た。cfFletcher,oρ.(滋 なお昭和研究会による産業統制等政策構想の検討に





(47)同 上,29頁 以下。また風早八十二 「日本産業機構の再編成(四 ・完)」 『科学
主義工業』第3巻5号(1939年10月),5頁以下。




(49)風 早,同 上,6頁 。なおすでに1938年 に東京商工会議所編の 「商工経済』
第5巻2号(1938年2月)は,座 談会 「経済統制中枢機関問題」を掲載 して
この問題の重要性に注目している。小島精一 ・有沢広巳 ・川原次吉郎 ・美濃部
亮吉 ・木村増太郎が座談会に出席 し,そ の中で有沢広 巳もその必要性を強調 し
ている。東商と商工省との間のこの問題をめぐる交渉についての言及として,
同202頁 。 また小島精一 「経済団体の全面的改組を論ず」 同上第7巻2号
(1939年2月),154頁,参 照。商工会議所を含めた財界の改革構想とその意義
については,松 浦,前 掲書,が 是非とも参照 さるべきである。ただし松浦氏は,
商工会議所改革のこの動 きを禾穂と全 く異なり,ア メリカ ・モデルとして理解
している。
(50)小 穴毅訳編 「戦争経済と商工会議所』商工行政社,1939年,小 穴 「序 に代
へて」7頁 以下。なお小穴はその前に東京商工会議所に所属 していた。
(51)『 経済団体連合会 ・前史』1962年,288頁 以下。名古屋では,同 商工会議所
会頭 とともに,慶 応義塾大学退職後に同理事に就任 した産業組合論 ・統制経済









ば氏は,地 域経済 ・中小商工業を基盤 とする商工会議所中心の松井 ・伍堂的な
改革の方向と,大 企業中心 ・カルテル重視の産業別編成をめざす 日本経済連盟
の路線とを区分せず,従 って両者の対立関係にも留意 していない。上記注(49)
の指摘とともに本稿と異なる点である。




(54)米 倉誠一郎 「業界団体の機能」岡崎哲二 ・奥野正寛編 「現代日本経済システ
ムの源流』 日本経済新聞社,1993年,1994年(3刷),193頁。氏は次のよう
に断言する 「「経済新体制と統制会システム』は,企 業の生産力拡大を 『利潤
動機」ではなく,「公益優先』という国家目標 と 『統制会』 とい うコントロー
(119)119
政経論叢 第72巻 第1号
ル ・メカニズムによって達成しようとした,い わゆる上か らの計画経済であっ
た。」(同 上)。 それがごく皮相な誤 った理解であることは本文の行論が示す と
ころである。
(55)『 企画』第1巻1号(1938年1月)「 創刊の辞」(企 画院総裁 ・瀧正雄)。
(56)菊 地春雄著 『ナチス戦時経済体制研究』東洋書館,1940年,序,第1編,
また390頁 以下。









(61)美 濃部洋次 「経済新体制管見」『日本評論」1941年3月,同 署 『戦時経済体
制講話』橘書店,1942年3月,第1編 第四。
(62)同,18頁 以下,同 書,64頁 以下。
(63)同,19頁 以下,同,66頁 以下。
(64)以 上 「革新官僚 ・新体制を語る座談会」『実業之日本』1月1日 新年特大号
(1941年1月),55頁,58頁 以下,65頁 。それ故に革新官僚の考え方を 「反資
本主義的」とする従来の捉え方は修正 されなければならない。上掲の先行研究
の多 くはこのような見方に立 っている。本稿の問題に大き く関連する宮島英昭
「戦時経済下の自由主義経済論 と統制経済論」『日本近現代史3』,岩 波書店,
1994年(2刷),313頁 もおなじような理解を示 している。
(65)同 上 「座談会」,65頁 。
(66)美 濃部,前 掲書,24頁 。
(67)上 記 「座談会」59,65頁 。また迫水久常著 『金融統制会の進路』新経済社,
1942年,17頁 以下。
(68)長 谷川安兵衛著 『配当統制の研究』千倉書房,1937年,10頁 以下。 また同
「戦時経済下の配当制限」上田貞次郎博士記念論文集編纂委員会編 「経営経済
の諸問題」科学主義工業社,1942年,も 参照。





(70)前 掲 『経 済 団 体 連 合 会 前 史 』296頁 以 下。
(71)重 要 産 業 懇 談 会 等 の 動 向 に つ い て は,中 村 ・原,前 掲 論 文,94頁 以 下,宮
島,前 掲 論 文,323頁 以 下,松 浦 『財 界 の政 治経 済史 』204頁 以 下,参 照 。
(72)前 掲 『経 済 団 体 連 合 会 前 史 』 第3篇,と くに524頁 以 下,参 照。
(73)財 界 団 体 の 日本 工 業 倶 楽 部 の調 査 課 は,こ の 間 ナ チ ス ・ ドイ ツの下 で の 資 本
主 義 経 済 の 状 況 につ い て 分 析 し,そ の成 果 を ま とめ 『ヒ トラ政 治 下 独 逸 資 本 主
義 の 変貌 』 実業 之 日本 社,1940年12月,41年2月(3版),と して 公 に した 。
ナ チ ス経 済 の 指 導 原理 は その 中 で次 の よ うに要 約 され て い る。 「国 民 共 同 体 の
観 念(自 由主 義 ・個 人 主 義 廃 棄)・ 公 益 優 先(恣 意 的 の利 潤 追 求 を不 許)・ 不 景
気 免 疫 の統 制経 済 樹立(自 由 競 争 を廃 棄)・ 各 人 に 労 働 の 権 利 あ り と 宣 言 す
(失 業 を 不可 避 必 然 の 現 象 と認 めず)・ 金 融 資 本 を王 座 よ り追 ふ ・生産 と労 働 に
王 座 を與 ふ ・経 済 至 上 主 義 の 否 認 」,同 上,7頁 。
(74)帆 足,前 掲 『統 制 会 の 理 論 と実 際 』38頁 以 下 。
(75)同,29頁 以 下,ま た50頁 以 下 。
(76)同,33頁,11頁 。




ツ ラ ー ト ・エ ・ヘ ル フ ェ リ ッ ヒ 隙 時統 制 と企業 創意 一 ドイツ統 制経 済 の現状 一」
『経済 情 報 ・政 経 篇』1940年6月,144頁 以 下 。EmilHelfferich(1878年生)
は,当 時Straits&SundaSyndikat,Deutsch-AmerikanischePetroleums-
gesellschaft(ESSO),Hamburg-AmerikaLinieの重:役 の 地 位 に あ り,日 本
財 界 と の こ れ ま で の交 流 を評 価 され て,独 ソ不 可 侵 条 約(1939年8月)に よ っ
て 悪 化 した 日独 関 係 の修 復 を 秘 か に 命 ぜ られ て 来 日,日 本 要 人 と精 力 的 に接 触
す る。 同 人 はナ チ ス党 のW.カ ップ ラ ー やH.ヒ ム ラ ー に近 か った。A.aO.,Bd.
IV,参 照 σ 同 人 につ い て は,ミ ュ ンヘ ン在 住 のM.ラ ウ ック 博 士(元 岡 山 大 学
助 教 授)か ら懇 切 な教 示 を得 た の で,付 記 して 感 謝 申 し上 げ る。
(79)『 統 制 経 済 』 第1巻 第1号(1940年9月)掲載 の 「新 政 治 体 制 と経 済 界 」140
頁 。
(80)日 本 経 済 連 盟 会 『独 逸 に於 け る統 制 経 済 の 実 情 』1940年12月 。 な お 同 会 を
中 心 に 日本 の8経 済 団 体 は,同10月 末 に,日 独 伊 三 国 同盟 締 結(同9月27日)
の 祝 賀 を か ね て こ の二 人 を招 い て歓 迎 会 を 開 催 して い る。 『経 済 連 盟 』 第11巻
1号(1941年1月)148頁 以 下 参 照。
(81)同 上 『独 逸 に 於 け る統 制 経 済 の実 情 』,10頁 以 下。 郷 誠 之 助 の これ ま で の 思
(121)121
政経論叢 第72巻 第1・号
想と行動については,松 浦,前 掲書,参 照。
(82)『 経済連盟』第11巻2号,1頁 以下。
(83)「 経済新体制の実体」『改造時局版14』1941年,133頁 。
(84)「 革新官僚 ・新体制を語 る座談会」67頁 。
(85)美 濃部 「戦時経済体制講話』13頁 以下。
(86)前 掲拙稿 「戦時期日本における経済倫理の問題(上)」 をも参照。
(87)伍 堂,前 掲 「時局と産業人」。なお,商 工会議所中心の経済団体再編成構想
が挫折 した後の伍堂のナチス ・ドイツ式の経済会議所案については 『経済情報 ・
政経篇』1940年3月 号参照。伍堂は日本の統制経済について 「現在は私が申
上げるまでもないことだと思ひますが大体 ドイツの真似を して居る」と指摘 し
つつ,日 本の将来は ドイツの真似ではなく,独 自な行き方を しなけらばならな
いと説 く。それは 「官民協力」の長期的な統制経済だと予測する。同上148頁 。
(88)こ の神話はナチスの 「日本的国体への接近」といわれるものである。たとえ
ば中川與之助著 「ナチス社会の基本構造の研究』山口書店,1944年,第8章 。
なお,日 本の国家神道に対するゲ ッベルスや ヒトラーの関心については,宮 田,
前掲 『ナチ ・ドイツの精神構造』268頁 以下。ただし宮田氏はそれに対応 した
同時代日本での本文で述べたような興味深い現象については言及 していない。
(89)同 時代の日本人の多くは,こ れらのナチス的思想 ・政策を第一次大戦後の資









(90)本 稿 「は じめに」で注目した安藤良雄氏の理解についてここで振り返ってみ
ると,氏 の理解には次のような問題点が含まれているように思われる。① ファ
シズムやナチズムを 「反資本主義的」ないし 「国家社会主義的」 として捉える
点である。ナチズムのそのような要素が ドイツのナチス体制の下では大幅に後












とするが,そ の前提の認識に問題があるので,日 本的とされたものとナチス ・
ドイツとの間の共通性が見落されている。④氏はこの過程を国家独占資本主義
形成の過程とするが,① のファシズム理解といかに関連するかが明確ではない。
(123)123
